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第四章 判例分析
この章では,フ ランチャイザーのなしたフランチャイズ契約締結準備段
階における売上利益r'測情報に取引慣行法52条が適用 された判例を具体
的に見てい く。
1判 例 紹 介
【判 例1】Re:JohnJamesBellandStuartJamesBelland:Australa-
sianRecvclers(W.A.)Rtv.Ltd.;AlbertBrand;MichaelColeandRobert
WilliamO'L)u1verNo.WAG29q/1984Trade∫)radices-Practiceand
Procedure(Bel1事件)
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本件 は ヒ訴 人Xが,被 告Ylの 経 営す る リサ イ クル関連事 業の フ ラン
チ ャイズを購入 した とい う事案 であ る。売r予 測が争われたわ けで はな い
が,フ ラ ンチ ャイ ジーの店舗 が フランチ ャイザーの示 した思惑 とは異な り
経営 に行 き詰 ま った事例 な ので紹 介す る。 詳 しい内容 は以 下の通 り
1983年10月にXは イ ン ドネ シアにお けるコ ンサ ル タン トエ ン ジニア と
しての仕 事を辞 め,ウ エ スター ンオ ース トラ リアへ 戻 った。 その際,X
は何 らか の事 業をは じめよ うと考え,投 資 可能な ビジネスを探 して いた。
1983年10月29日にXは ウエ スター ンオー ス トラ リアの新聞でY1に よ
り掲 載 され たY1フ ラ ンチ ャイズの広告 をみた。広 告に は,「理想 倉庫
か ら営業 できる父 と息 子の ビジネス 週600ドル以r_を稼 ぐことがで きる
無限の可能性1万5千 ドルで一卜分 です」 と書かれていた。
さ っそ くXはY1へ 電話 を し,Y1の 取締 役で あるY2と 話 を した。 そ
の際,Y2はXに 「その広告 は,産 業 目的用 のぼろ切れ リサ イクル ビジネ
スについて の広 告で ある。」 と話 した。 そ して,Xは10月31日 にY2と
会 う約束 を し,約 束 の期 日にY1会 社の所在地へ と出か けた。
10月31日の会 合で は,以 下の内容 につ いて話 し合 いがな された。-
Y1は,ぼ ろ切れ収集のた めに首都 圏でフラ ンチ ャイズを展開 したい。Y1
はぼろ切れ販売のた めのフラ ンチ ャイ ズを売 って いる。 このたあY1は 首
都圏 を4つ の地域 に分 けて フランチ ャイズを販売 して いる。
そ して,11月4日 にXとY1と の間で フ ランチ ャイズ契約が結 ばれ,
Xは,1万5千 ドルを支払 って 首都圏の うちの一つ の地域 を購入 した。 フ
ラ ンチ ャイズ には,XがY1か らぼろ切れを買 って市場で販売す る権利が
含 まれて いる し,ぼ ろ切れをカ ッ トしY1に 売 り戻す権利 も含 まれていた。
そ して,Xは カ ッ ト用 の機械 と大 量のぼろ切れを手に入 れた。
フラ ンチ ャイズ契約 では,当 初は フラ ンチ ャイジーの 目的 のためにY1
は ト分な品質 および量 のぼろ切 れをキ ロ40セ ン トで提供 し,キ ロ80セ ン
トで 余 った分 は買 い戻 す とXに 保証 していた。 そ して,今 後 はXとY1
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は双 方の価 格 を市 場 の動 向 に よ り,決 定 す る と同意 して いた。 また,X
とY1は,フ ランチ ャイ ジーは フランチ ャイザ ー以外 か らぼ ろ切れを購入
しない ことに合意を し,定 め られた フランチ ャイズエ リアのみで,ぼ ろ切
れを販売す ること と取 り決めていた。 この約束 の通 り,XはY1か らキ ロ
40セン トでぼ ろ切れ を買い,キ ロ80セ ン トでY1へ 売 り戻す ことを始め
た。
しか しなが ら,フ ラ ンチ ャイザーで あるY1は,経 営不振 に陥 った。 そ
してY1は,十 分な量 お よび品質 のぼ ろ切 れをXに 提 供す る ことが で き
ず,Xは 他 の場 所で ぼろ切れ を買 う羽 目にな った。 この よ うに,1983年
12月まで にXはY1か ら十分 なぼ ろ切 れを得 る ことが不 可能 にな りつ つ
ある と感 じて いた。 そ して,12月10Ei頃まで に,XはY1か ら全 くぼろ
切れ を得 る ことがで きな くな った。1984年1月に,Y1は ビジネスをやめ
た いとXに 話 し,Y1の 営 業は終 わ った。
1984年5月までXは リサ イクル ビジネ スを続 けた。 しか し,そ こには
2つの障害が あった。Xは 規則 的にぼ ろ切れ を買 主に供給 す ることを保証
す ることはで きなか った し,既 に多 くの売 主がい る中で何 ら品質的 に優れ
てい るわけで もないぼ ろ切 れを販売 して いるXが 競争 に勝 つ ことはで き
なか った。結 局,販 売す るためのぼろ切 れが手に入 らないので ビジネスを
やめざるを得なか ったQ
そ こで,XはY1は ぼ ろ切れ につ いて誤解を与え る行為 を行 った と して
取 引慣行法52条 を根拠 に訴 えた。
TooheyJ.は次の ように判示 してい る。 本件で は,フ ラ ンチ ャイザーで
あるY1が フラ ンチ ャイ ジーで あ るXの ため に十分 な商品を供給 す る こ
とを引 き受 けたのであ るが,そ の約束 は果た され なか った。 この場 合にお
いて,こ の義務 が履 行 され なか った という事実 だけで は,Y1は 誤解 を与
え る行為 また は欺 隔的 な行為 に従事 してい た とは 言えな い。 なぜ な ら,
Y1は その義務 を履行 す ることに失敗 した だけであ るか らで あ る。 そ こに
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は,債 務不履行 はあ るが,52条 が関係す るよ うな行為 はない といえる。
よって,こ の場 合 に,52条 違反 とな るには,行 為 が誤 解を与え る行為 ま
た は詐欺 的な行為にな るとの認識がY1に 必 要であ る。 さらに,表 示が な
され たときにその表示 が誤解 を与 える行為 または欺隔 的な行為 であ ったと
Xが 証明せねばな らな いと したQ
すなわち,本 件ではまだ将来に関す る事実 の表示についての規定 である
51A条は制定 されていないため,フ ランチ ャイジーであるXに フランチ ャ
イザーの行為 が52条 規定の誤解 を与え る行為 になるか どうか につ いての
証明責任 が課 せ られ てい る。 そ して,将 来 に関す る事実の 表示 に対 して
52条が適用 され るか どうか が争 われ た が,ThompsonU.Mastertouch
T.L'.ServicePtyLtd(1Vo.1)(1977)q}(以下,Thompson事件 とす る)
を引用 して 「表示者が表示の時 にその事実を信 じて いなか った,ま た はそ
の 予想 に無頓着で あ った場合 には,虚 偽 または誤解 を与え る表示 となる。」
と判断 して いる。 そ して,こ の基準を本件 事実 に適 用 し,TooheyJ,は最
終的 に次 のよ うに判示 している。
本件 では,Y1は,12月 には,も はやぼ ろ切れを供給す るこ とは不 可能
にな っていた。1984年1月にY1は ビジネ スを辞めてい る。すなわ ち,X
とY1と の フラ ンチ ャイズ契約 の1カ 月後 には,約 束 を履行す る ことが不
可能 にな り,そ して,そ の直後にY1は ビジネスを終え ている。 しか も,
なぜY1が ビジネ スをやめたのか につ いて は本件 において全 く明 らか にさ
れなか った。 そ して,1万5千 ドル ほどあった銀行 の借 金は,こ の契約が
な された直後 に1万4千 ドル分 返済 されて いる。 なぜ,Xが1万5千 ド
ルのフラ ンチ ャイズ加 入料を支払 った直後に,Y1に よ り銀 行に借金が返
済 されて いるのか の説明 はされ なか った。
短期間 で営 業が終 わ り,借 金が返済 され,商 品 とともにY2が 本部か ら
いな くな り,会 社の幹部で同様 の営業をは じめた。以上の ことか らす ると,
表示 の時点 でY1は ぼ ろ切れ を将来 にわた って供給 す ることがで きる能力
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が あると信 じていなか った。 また,そ のよ うな表示が偽 りにな るとの認識
がY1に はあ った と判断す ることがで きる。
よって,「十分な ぼろ切 れをXに 提 供す る」 とい う表示 は,誤 解 を与え
る行為 または欺購的な取 引行為 である とTooheyJ.は判示 した。
【判 例2】Re:HighTowerPty.Ltd;TrevorReginaldPatterson;
MarleneAnnePatterson;GraemeJohnHudsonandDeirdreAnne
Hudonand:lslandMotelPty.Ltd.;lanHall;JudithHallandShef
RasheedNo.G570f1988FedNo.578(HighTower事件)
Xは カ ンガルー島で事 業 を行 う 「ア イラ ン ドリゾー トモーテ ル」 とい
う名前で知 られ るモー テル事 業をY1か ら購 入 した。1987年6月3日 に
Y1か らXに その事 業の引き渡 しが行われた。 なお,こ のモーテル事業は,
1980年にY1が 始 めた もので あ った。 この契約 が締結 され るまで の経 緯
は以下の通 りで ある。
モー テル事 業購入以前 の1985年9月 に南オー ス トラ リア航空 が運 行を
取 りや める と宣言 した。Y1に よれ ば南オー ス トラ リア航 空 はカ ンガルー
島の旅行産 業 に とって生命線 で あ り,ホ テルの宿泊 の40%は それ に依 存
していた。 これによ り二つの大 きな旅行業者が ホテルか ら離れ てい った。
そのため,Y1は 新 たな事 業を始めた り,新 規顧 客獲得 に乗 り出 した り,
食 堂 をセ ル フサ ー ビス にす るな ど改 革 を始 め た。 しか し,最 終 的 に は
1987年2月にモーテル事業を売 りに出す ことに した。
1987年3月に出 された新聞広告 をみて,XはY1の 代理 人Y2に 連絡を
と った。 金銭 的 に不安 を感 じて いるXに 対 して,Y2はXが ビジネ スを
購入す ることがで きるよ うに金銭 的な支援 の用意をす ると答えた。
契約交渉の過程 においてY1とY2は,「1986年 か ら1987年の財務年度
に12万 ドルの純見返 り(netreturns)「31があ った。 将 来は これ以h成 功
す ることが期待で きる。」 「モーテル事 業の売Lは1986年 か ら1987年の財
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務年度 にお ける最初の7カ 月 に強力 な成長 を維持 して いる。」「モーテル事
業の売 上は週1万 ドルを超 え,年 間50万 ドルを超え る。」 と表示 を してい
た。 この表示に対 しXは 裁判の過程 において,次 のよ うに主張 してい る。
XはY1とY2に よってな された表示 は真実 ではなか った。 それ らの表示
によ って,Xが モーテル を購入す るよ うに誘 因 され た。 これ らの表 示は
誤解を与 え る行為 または欺隔 的な取 引行為 であ るとXは 主張 し,損 害賠
償 を請求 した。 これ に対 しY1とY2は このよ うな表示 を した ことはない
し,表 示を した と して もそれ は真実であ った と主張 した。
O'LoughlinJ。は,Xの 請求 を認容 したので あるが,こ れは次の ような
判断に よる。以下,問 題 とな った表示 ごとにまとめる。
(1)計画 された純見返 りが12万 ドルであ る。
この 表示 は過去 の実績 に基 づいた ものではない とO'LoughlinJ.は判
示 して いる。1986年度の粗利は6381ドルで あ った。 そ して,1985年度
には6万5476ド ル,1986年には1万5121ド ル の損 失を 出 していた。
1987年6月に閉店 され るまで に損失 は6万9015ド ルにな っていた。 こ
の損 失のため にY1は モーテル事業を販売す ることを決心 していた。 以
上の点 を踏 まえ,Y1ら の表示 の誤 ってい るとO'LoughlinJ.は,判断
したla)O
(2)強い成長
Y1は,モ ーテル事 業は強い成長 を示 してい ると表示 を して いるが そ
うで はなか った。 食事 や飲 み物 では売 上が落ちてお り,モ ーテル事 業全
体で も売上 は落ちていだ ㌔
(3)週1万 ドル以上 の売 上が見込 まれ る。
1987年の売上 は平均週1万971ド ル あ り,こ の意味で 表示 に偽 りは
なか った。
以上 によ り,0曾LoughlinJ.は次の ように判断 してい る。 契約締結 をす
るか どうかXの 最 大の決 め手にな ったのは売Lに 関す る表示であ る。確
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かに週1万 ドルの売 上はあ ったため,こ の点 に関 して は誤解 を与え る行為
はない と言 える。 しか し,契 約締結 の要因 とな った表示は これだ けで はな
い。実際の売上 は下降線 をた どってお り,強 い成長が見込 め る等他の表示
か ら,こ れ以上の売Lが 見込 める と期待 して契約 を締結 した と言え る。
最終 的に,0'LoughlinJ.は純 見返 りが12万 ドル であ るとか強 い成 長
が見込め るとい った表示 は現在 の事業 の状態 を示 してお らず偽 りであ り,
誤解 を 与え る行 為 となる と判断 した。 また,51A条 に関 して,こ れ らの
表示は,将 来に関す る事実 につ いての表示で もあるが,こ れ らの表示 につ
いての合理 的根 拠 をYlら は示せ なか った。 よ って,Y1ら は誤 解を 与え
る行 為を して お り,51A条 および52条 違 反 になる とo'LoughlinJ.によ
り判示 され た。
【半旺{列3】Crawfc)rdandOthersU.Parish(1971)105F.L.R.361
(Crawford事件)
原 告 の1人 で あるX1は1985年2月 に掲 載 された新 聞広告 を見た。 そ
の広告 には,「 ビジネ スチ ャンス 安全警報 システム販売。週2千 ドル を
超 える純益 を得 る機 会が巨大な市場 に潜んでい ます。小規模事業者 はこの
収入 をす ぐに得 られます。 主な経 費は2万9千 ドル。 これは未来の ビジネ
スです。」 と記載 されて いた。
X1は広 告に反応 した。X1は フラ ンチ ャイザーで あるAに 電話 し,そ
の結果,X1の 自宅 で1985年2月23日 に会合を持つ ことにな った。 フラ
ンチ ャイザーの代表 であ るA5}と代理 人YはAと 一緒 にや って きた。X1
は ビジネ スの名前 を 「ア ラー マ ックス(Alarmax)」であ るとYら か ら
聞か された。 そ して,ア ラーマ ックス事業 は独 自の システムと して市場で
販売 されている。 また,こ のア ラーマ ックス事業 は排他的な製品で あ り,
市場 での競争相 手 も全 くいない との説明をYら か らX1は 受 けた。
X1の 自宅でYは 当該製品 の実 演を し,そ の後,X1は プロモー シ ョン
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ビデオを見た。 そ して,販 売 促進 の資料をYら か ら受 け取 った。 その際,
X1は,「週2千 ドルの収 益が得 られ る」 とのYら の主張 につ いての説明
を求 めた。Yら は,「 コフハ ーバーでの事業 は人 口3万4千 人 に基づ いて
運用 され,成 功 して いる。提案させていただ くフラ ンチャイズエ リアはオー
ス トラ リアの首都 圏で人 口は8万 人であ るので週2千 ドルの売 上げが期待
で きる。」 と説明 を した。 また,Aは,「 「Maxwell」アラーム スク リー ン
と 「Napro」コン トロールパ ッ ドの輸入 ・流通 に関す る排他的権利を持 っ
て いる。Yの 安 全警報 システ ムはオー ス トラ リアにお いて競 争 はない。
オー ス トラ リアにおける同様 の製品 は 「不適切 で信頼 できない」製 品であ
る。」 と述べた。
X1は,そ の時,市 場 における類似 した システムを認識 して いなか った。
しか し,現 実 には,契 約 交渉以 前に 「イ ンペ リアルア ラーム」 とい う会社
が類似 した システムを市場化 していた。 そ して,キ ャンベ ラの市場につい
てYに よ りX1に 対 して提 示 された売 」:予測で は,イ ンペ リアルア ラー
ム製品 について は考慮 して いなか った。 しか も,ス クリー ンや コ ン トロー
ルパ ッ ドシステムはアラーマ ックス システムの コ ンポネ ン トと比較 して半
分の費用で購入で きる もので あ った。結 果的にイ ンペ リアルアラーム シス
テムはアラーマ ックスシステムよ り大変廉価 で取 り付け ることができた。
そのよ うな違 いは,ア ラーマ ックスシステムに質的な優位性 はあ って も,
結 果的に買主の抵抗を克服す るの に レ分ではなか った。 この競合す るシス
テ ムが存 在 した ことは,AやYが 認識 して いたに もかかわ らず,AやY
によって明 らか にされ なか った。
Yは キ ャンベ ラでの デ ィス トリビュー ター シップ三地 区の うち 二つ の
地域 のみを購入す る ことがで きると述べ た。X1は,希 望の地域が購入 で
きず に残念 であると述べたが,残 りの 二つを考慮す る準備があると答えた。
後 日,X1は この二 つの うち一つ の地域 を選 んだ。
数 日後,X1は,Yそ してAと 再 び会 談を持 った。 「週2千 ドルの売L一
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とい うの は各 々の地域 か ら期待 され るもの であ り,YとAは 成功 を確信
しているよ うに思 えるか ら,週2千 ドルの売上 とい うのは説得力のあ るも
ので あると認 識 してい る。」 とX1は 話 した。 そ して,契 約書が作成 され,
署名 された。Xlは3万4700ド ルを支払 い,キ ャンベラホ ームセ キュ リ
テ ィとい う名称で,ア ラーマ ックス事業 をは じめた(そ の会社 キ ャンベラ
ホームセキ ュ リテ ィは第二の原告X2)。X1は,受 付係 と販売 マネー ジャー
を雇 った。X1は 生活時間の ほとん どを事業 に費 や した。
Yら はアラーマ ックスが市場 の中で唯一 の商品 であるとは主張 しなか っ
たが,排 他性 や優越性 につ いて強調 した。X1は イ ンペ リアルア ラー ムシ
ステムについて は知 らず,X1は その システ ムが唯一 の ものであ り,Aら
との会 話でその よ うな印象を受 けた。(も っとも,Aは アラーマ ックスシ
ステムの コ ンポネ ン ト(component)に対 して排 他的 な権利 を持 ってい
た。 また,ア ラーマ ックス システムはイ ンペ リアルアラーム システムよ り
優越 しているとの陳述 が,裁 判 の過程において間違 っているとは されなか っ
た。)そ して,広 告や会合 によ り,合 理 的な努力をすれ ば2千 ドルを超え
る収 益が得 られ る とX1は 期待 を し,YとAは この期待を支持 していた。
研修期 間中にX1の 妻は,イ ンペ リアル システムの存在 に気づいた。彼
女は大い に混 乱 した。 研修 中 にX1が この点 をAに 問い ただ した。 これ
に対 しAは,イ ンペ リアルア ラーム システムは ブ リスベ ンで運用 されて
い る。 アラーマ ックスの問題 とはな らないと答えた。
しか しなが ら,キ ャンベ ラに帰 るとX1は イ ンペ リアル アラームに対す
る準備を始 めた。X1は 費用や運用 につ いて インペ リアルア ラーム との比
較を しようと試みた。 その結 果,Xlは イ ンペ リアル アラーム と勝負で き
る と感 じた。
競 争者 がある と認識 していたに もかかわ らず,X1は ビジネスを続けた。
時 間が経つ に連 れて,X1は イ ンペ リアル ア ラームの価格 がかな り自分 た
ちの ものよ り低い ことを認識 しは じめた。 ア ラーマ ックスとの契約で は許
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されて いなか ったのだ けれ ど も,彼 は,よ り安 いコ ンポネ ン トを購入す る
ことを試み た。
最終 的に,X1は デ ィス トリビューターシ ップを買い戻す ことをAに 求
めた。Aは 最初興味 を示 したが,最 終 的には拒 否を した
1985年11月23日にX1は 半値 以 一ドでア ラーマ ックス事 業を販売 す る
と広告を出 した。そ して 「大 いに発展す る可能性があ る」 と広告を 出 した。
その後,Aは 不動産会社 と トラブルを起 こし破産 した。 このためX1ら は
Yに 対 してのみ,1977年法改 革(不 実 表示)法4条 の不実 表示,お よび
取 引慣行法52条 に基づ き訴えを起 こ した。
HigginsJ.は次 のように判示 している。
契約 交渉過程 におけ るあ らゆる表示 がYに よ ってな され,そ れがYに
よ って支持 された と確信を持つ ことはで きない。 しか しなが ら,キ ャンベ
ラにおけ る競合 の表示は少 な くともYに よ って支持 されてお り,そ れが
な され た ときYは それが真実 であ ると想定 は して いたけれ ど も,そ の想
定 に根拠 を持 ち得 ていなか った。YはAの 表示 そ して表示 に参加 した と
きに,ア ラーマ ックスのためにまたはアラーマ ックスの代 わ りに行動 して
お り,デ ィス トリビュー ションシップの合意の結 果,実 質 的な利益を受 け
取 った。Aの 利 益は直接 的であ るが,し か しYは 彼 の コンサ ルタ ン ト料
が継続 して受 け取 るこ とがで きる利益 のみで ある。Aは キ ャンベ ラ地 方
のア ラー ムマー ケ ッ トにお いて実質的な競争がな いという表示 また は表示
を支持 した ことには合理的な根拠 を持 って はいなか った。実質的 な競争が
ないという市場 に関す る表示 は,彼 らを説得 し,合 意 を結ぶ ことにな った
実質的 な要 因である。
この ように,YはAと ともにX1ら を偽 りの表示 によ って勧 誘 してお
り,Aの 表示 を支持 して いる。 よ ってYも この表意 に対 して責任を負 わ
ね ば な らず,そ して,Yは 支持 した こ とに根 拠 を持 って い なか った と
HigginsJ.は判断 した。
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そ して,競 合が ない とい うYら によ る表示 がX1の 契約締 結 の主要な
要因で ある。 この競合店 の有無 が,週2千 ドルを超え る現 実的な売 上見込
みがあ ったか どうか に関連 している。
以L一のよ うにHigginsJ.は述 べたr_で,Yら の表示が1977年の法 改
革(不 実 表示)法4条 の不実表示 にあたるかが議論 されだr,,0本件で は,
競 合店 に関 して 明 らかに不実 表示が あ った。 その不 実表 示が,1985年2
月24日 の不実表示 を誘因 し,そ の結 果Xlら は損害 を被 って いる。 よっ
てYは1977年 の法改革(不 実表示)法4条 に違反 して いる。
そ して,Yら によ って不実 表示が な された と認め られ るので,52条 の
誤解を与え る行為 また は欺隔 な行為 にあたる と判示 された(71。
【判 例4】Re:ChristianRogθrJacques;andCatherineMayJacques
andPourquoiPasPtylimitedand:CutPriceDeliPt_ylimited;CutPrice
DeliFranchisingPtyLimiredandEnzoSgambelloneNo.QG660f1990
FedNo.199TradePracticesNumber(ゾPαge8-68(Jacques事件)
Yは デ リカ ッテセ ン(珍 味)製 品 を販売 す るフラ ンチ ャイズ チェー ン
を経営す る会社で ある。
1987年5月と6月 にYは ニ ューサ ウス ウェール ズの新 聞に フラ ンチ ャ
イ ジー募集 の広告 を出 した。 シ ドニ ーで レス トラ ンを経営 してい たXは
Yの この広告 に興味 を持 ち,Yの 社長 に電 話を した。 そ して,会 合が数
回行 われ たが,そ の 際,Yは 売上 高 ・粗 利 ・純益 につ いて 「売上 高週1
万 ドル,粗 利 は売上 高の38%で3800ドル,純 益1770ドル」 との表示を
行 った。Yは 彼 らが経 営 してい る ヌーサ店 での実績 に基づ いて 「粗 利は
売 上高の38%か ら42%の 間で営 業す ることがで きる。」 と表示を した。Y
の代 表は,「フラ ンチ ャイジーの中には,粗 利 益32%,34%,36%,37%,
40%,42%を達成 した人が いる。 そ して,Xも38%を 達成 す ることがで
きる。」 と述べ た。Yに よる これ らの表示を信 じてXは1987年10月 に契
:'
約 を結 んだ。 しか し,表 示 された粗利のマー ジンは達成 されなか った し,
売 」二高 も週7千 ドル しか達成す ることはで きなか った。Xは 経営 に行 き
詰ま り,つ いに1988年6月 に店舗 は閉鎖 された。 そこで,Xは これ らの
表示は誤解 を与 える行 為であ ると して,取 引慣行法52条 に基づ きYを 訴
えた。
SpenderJ.は次のよ うに判示 してい る。Yに よ りXに 対 して示 され た
売 上,粗 利,利 益 可能性の数値 は楽観 セ義的で あ り理論的 可能性 によ り根
拠 づ けられて いるので はない。 これ らの見積 もりに合理 的な根拠が あ った
か ど うかが重 要で あるが,Yは ヌー サ店の売 上が毎週1万 ドルであ るこ
とを根拠 に,そ して,フ ラ ンクリンや コールズ91のスーパーマー ケ ッ トで
のデ リカ ッセ ンの売 上を もとに見積 もりを し,そ れを表示 した。つ ま り,
これ は彼 自身 の経験 に よ り見積 も った もの であ った が,Yの 計 算の根拠
はお おざ っぱな計算(ruleofthumb)を書き連ねた ものであ った。 その
た め,現 実 には週7千 ドルの売 ヒに しか達 しなか った。1988年6月 には
店舗 は閉鎖 され た。
SpenderJ.は売一ヒ予測 には合理性がな いと判断 した。まず,SpenderJ.
は粗 利が38%で ある とYが 言った ことに合理性 はな いと判断 した。Yは
1982年の彼 自身の経験 や少数 の フラ ンチ ャイジーの報告書 を根拠 に して
算 出 していた。1987年1月か ら611の間 に,ク イー ンズラン ドの16の フ
ラ ンチ ャイズ店の うち12店 舗 も1万 ドルの売1,を ド回 ってお り,4店 舗
だけが1万 ドルを ヒ回 っていた。 直営店 も含め ると業績は さらに悪 く,そ
れ らの中には週3Tド ル付近 まで ドが った店舗 もあ った。 どの店舗 も粗利
が38%か ら40%に達 した店 はなか った。 た った ひとつ の店舗 のみが週1
万 ドルを達 成 していた。Xに よ り提 出 され た証 拠 によ ると別 の訴訟 にお
いて フラ ンチ ャイ ジーであ る訴外Aは 週 平均32%で ある と言って いた。
1987年には訴外Bは 週32%か ら35%で あ る と言ってい る。 訴外Cは 平
均32%か ら34%で あ ると言 って い る。X側 の証 人のDは 年33%で ある
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と証 言を した。
Yは 粗利が38%で あ るとの表示 を しXは 実際 にそれを信頼 した。 それ
に対 しては合理的な根拠 はな い。 ヌーサ店 の実績 だけを根拠 に計算 した。
以 ヒの点か ら,「売1高 週1万 ドル,粗 利38%」 と言う表示 は,誤 解 を
与え る行為 または欺隔的な行為 にあた るとSpenderJ.は判断 した。
【判例5】AngeloRousselisv.Aizeema(Australia)1)tyLtd;Hv-Jack
sαPθr嫌ごη8貫v8`θm8Pζy五`4∫Dθηη`sBαc♂々αη¢Grαθmθ8α膨r∫ 」・hn
MaiuranoandOrsNo.NG5520f1992FEDNo.957/93TradePractices
(Rousselis事件)
Xは15年 以上 もビル産 業に従事 して きた者である。1991年3月 下旬か
らXは 被 告会社Yと ビルの土台 工事を引き受 けるフラ ンチ ャイズにつ い
て話 し合 いを持 った。1991年4J]にはYはXに 対 して 「土台事業 は非常
に忙 しい。」 と述 べ た。Yは,「 新 しい 市場 に進 出 し,将 来性 に大変期待
してい る。」 とXに 述べ た。 それか ら2,3週 間後,XとYは 本格 的な交
渉 に入 った。Yは 見込 みにつ いて大変楽観的 な ことをXに 語 り,会 社 が
使用 してい る土台技術 につ いて の話 し合いをXとYは 行 った。 さらにX
とYは 交 渉を続 け,8月27日 には合意 に達 した。 その契約 では,売 上 げ
の60%をX,40%をYが 取 る ことにな っていた。そ してYは 「キ ャシュ
フローを良 くし,顧 客か ら現 金を獲得 してす ぐに資金を調達す ることがで
きるよ うにす るため,投 資 した金銭 をす ぐに回収 する ことを保証す る」 と
述 べた。 また,「売1:げを増 やすた めに さらにセ ールスマ ンを配 置するつ
もりである。」 と も言 った。
しか しなが ら,販 売 の不一卜分 さか らYは 財政 的な危機 に陥 り,Yは 約
束 した分 け前 を支払 うこ とがで きな くな った。 その ため,XはYに は誤
解 を与え る行 為 また は欺 隔的 な行為が あ った と した取 引慣 行法51A条 お
よび52条 を根拠 に訴えた。
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WilcoxJ.は次 のよ うに判示 してい る。
将来の ことに関す る 予想 については,単 にその事実 が起 こ らなか っただ
けで,誤 解 を与 え る行為 とはな らない。 すなわ ち,こ の点 につ いて は,
GlobalSportsmanPtyLtdv.MirrorNewspapersLtd(1984)2FCR82
を引用 し,「履行期 に約 束が履行 されなか ったか らとい ってそれ だけで約
束 者が約 束を した ときにそれを履行 しよ うとす る意思 がなか った ことを証
明す るこ とはできない。 予想の場 合 も同様に予想 された事 態が生 じなか っ
たか らと言 って,予 想が された ときに表示者がそれを信 じなか った とす る
のは過 ちである。」 と した。
そ して,約 束を した時に履 行す る意思 がなか ったまたは予想を した とき
にそれを信 じていなか った,予 想や約 束が実現す ると信 じることに合理性
がない と言うだけでは誤解を 与え る行為 と言 うことはで きない と した。 こ
の点 につ いては,WheelerGraceandPierucciPtvLtdv.Wright(1989)
ATPR4-940を引用 し,「予想 が実 現す る と会社が信 じていな いまたは信
じる ことに合理 的な根拠がなか った とい う事実は行為が誤解を与え る行為
または欺隔的な取引行為であ るとす る答えではない。誤解を与え る取引行
為または欺 隔的な取引行為は,約 束 または予想が不履行にな る危険につい
て開示 しなか った点 にあ るもとめ られ る。予想 また は約束の不履行が生 じ
た ということは約束の不履行 の危険が存在 したという証明になる。そ して,
この証明責任は51A条 によ ってYに あ る。」 と した。
本件 において,「支払 った資金をす ぐに回収 し,顧 客か ら現 金を獲得 し
て,現 金が調達で きるようにそ して資金 を獲得す ることがで きるよ うに保
証す る」,「売上 げを増やす ためにさ らにセール スマ ンを配置す るつ もりで
あ る。」 という約 束を実行 しよ うと した事実 は全 くな い。 フラ ンチ ャイズ
には全 く価値 が な く,約 束 された レー トでの支払 いはYに とって不可能
であ った。 そ して,Yは 合意 の時点で この事を危惧 して いた。 支 払いの
約 束を正 当化す るまたは リスクについて開示 しな ければ誤解を与え る行為
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となる。 そ して,開 示 がな けれ ば,Yは 約 束をす るの に合理 的根拠 を証
明で きなか ったこ とにな る。 本件 ではYは 開示 を行 って お らず,誤 解 を
与え る行為を行 っていた とWilcoxJ.によ り判示 された。
【判 例6】FrancisVernerHaynesandJacqulynDionHaynesv.Top
SliceDeliPtyLimitedandOthersNo.G610f1994FedNo.374/95Trade
Practices-Damages(Haynes事件)
Xは,1992年10月14日 に 「トップ スライスデ リ」 と言 う名でチ ェー
ン展 開をす るYの フラ ンチ ャイズに加入す る フラ ンチ ャイ ズ契約 を結ん
だ。Xは1992年10月12日 か ら二 日早 めて営業 を開始 した。 しか し,X
の店舗 はす ぐに経営 に行 き詰 ま り,そ の年 の12月 には事業の継続 は困難
にな った。1993年に入る と,Xは 事 業を利益 を得て営業 す るのが不 可能
にな った。 そ して,1994年の半ばには多額の損 失を被 った ままXは 事業
をやめた。
契約締結準 備交渉 において,「週1万5千 ドル,少 な くとも月5万5千
ドルの売 上 が 見込 め る」 とYはXに 表示 を した。 そ して,YはXに
「週2:Fドルの純益がある」 と表示を していた。 このようにXが 損失を被 っ
たの は,Yが 契約 をす るよ うに利益を不実 表示 したた あであ り,こ の こ
とは52条 違反 にあたる としてXはYを 訴えた。
EinfeldJ.は,まず取 引慣行法51A条 につ いて,同 条 に規定 された表
示 に合理性 があ ったかについて検討を した。
「月5万5千 ドルの売上 が見込め る」 ことにつ き,Yの カ ッ トプ ライス
デ リの店舗 は平均 す ると月平均4万 ドルか ら4万5千 ドルの売 ヒを ヒげて
いる。 なぜ本件 の店舗 が平均 よ り売 ヒが期待 でき るか につ き,Yは 次の
よ うに述べ た。
① 通常 の店舗 と異な り飲 食店街 にあ るため,通 常の店舗 よ り良 い場所 に
ある。
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② 以前 にデ リカ ッセ ンの店舗 が近 くにあ りその店舗が閉鎖 したため,そ
の顧客が来店す るこ とが見込 める。
③ 出店 予定地 の シ ョッピングセ ンターは拡大 してお り人の流れが見込め
る。
実 際 キ ャンベ ラの シビックにある店舗 は,6万 ドルか ら7万 ドルの売
上を示 してお り,銀 行の売上予測 も月6万7520ド ルであ った。
以上 の点か ら,こ の表示 は合理性 に欠 けて いたとは証明で きない と判示
された。
他 方で,純 益2千 ドル について の正確性や信頼 性 につ いてはYか ら何
も提示 されなか った。 また,銀 行 も週1900ドルの純益 と予想 して いる。
よ って,Yは この表示 に合理性 があ った ことを証明で きなか ったた め,
この表示 には合理性 はない と判断 した。 そ して,こ の表示は誤解 を与え る
行為 とな るとEinfeldJ,は判示 した。
【判例7】Mibav.NescorIndustries(1996)834FCA1(Miba事件)
原告X1会 社は,被 告Y会 社が経営 するマフ ィンを販売す るフラ ンチ ャ
イ ズチ ェー ンに加盟 した フラ ンチ ャイ ジーであ った。Yは1989年 以来,
マ フィン販売店の フランチャイズ店舗 をオース トラ リアにおいて展 開 し,
その数は74店 舗 とな っていた。
X1の代表取締役X2は,1990年の早い時期にY1の 経営す るフランチ ャ
イジーの募集広 告に注 目 していた。1990年3月にX1はY1の 代表取締 役
Y2と会談 を もち,そ の後,Y2はX2に イ ンフ ォメー シ ョンパ ッケー ジと
して初歩的な質問集や財務状況が書かれた手紙 を送 った。そのインフォメー
シ ョンパ ックには出店候補地 や期 待 され る店舗営業の予測 と費用 について
記載 され ていた。
その後,X2は フラ ンチ ャイズチ ェー ンに加入す ることを熱望す るよ う
になる。1990年6月 に再びX2とY2の 間で会合が開 かれ,Y2は ノー ス
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ラン ドで の出店 可能性 について述べ た。 その際,Y2は 最初の1年 間の財
務計画 を作成 し議論 した。 その計 画書は,候 補 店舗地 の所有者Aか ら店
舗 を賃借 するにあた ってその賃料を決め る際 に用 い られ た売上利益 予測値
に基 づいて お り,Y2は その予想値を 自 ら検 討 した結果,信 用 したので,
それ を流用 するかたちで計画書を作成 した。その計 画書 は1週 間 の売上 が
8Tド ル,9千 ドル,1万 ドル,1万1千 ドル とな る4種 類が用意 され てい
た。Y2は1週 間の売 上が1万 ドルで ある と予測 していたの で,1万 ドル
となる計画 にそ って話を進 めた。 そ して,Y2はX2に1週 間 の売上が1
万 ドルで あ り,収 益 は1千936ド ルにな ると説明 した。
1990年6月まで にX2は ノー スラ ン ドで マ フィ ンフ ラ ンチ ャイズを獲
得す る意思 をY2に 伝え,フ ランチ ャイズ契約 は結 ばれた。 しか しなが ら,
X1の 店舗 にお ける実 際の売上 は週3千 ドルか ら5千 ドルで あった。 まれ
に8千 ドル を上回 る こと もあ ったがほ とん ど低調 に終わ った。 そ して,
X1の 店舗 は,赤 字が続 き,1992年7月 に閉店 した。XlとX2は 赤字 経
営 が続 いたた めに実質 的な損失を被 った。 この損 失は取 引 にお けるY1ら
の行為 に よ って生 じた もので あ り,こ のY1ら の行為 は取 引慣行法51A
条 およ び52条 において規定 された誤解を与 える行為 または欺 隔的 な行為
にあたる としてYを 訴え,損 失の回復を求めた。
MerkelJ.は,まず51A条 の適用 可能性 につ いて検 討を した。 そ して,
51A条は表示 を した こ とにつ いて の合理性 を判断 す る証 明責任 を表示 者
に課す たあの規定 である と した。 そ して,51A条 が適用 され るた めには,
当該表示 の内容が合理 的であ る必要 があ る。Y1は,チ ャ ドス トー ンでの
成功例をふ まえ,測 定値 を出 してお り,ノ ー スラン ドでの フー ドコー トで
の平均的 な売上 を考慮 に算出 してい るとい う点は,合 理的で あると した。
しか しなが ら,こ の平均値の算 出の仕 方に問題 があ った。AはY1と 賃
貸借契約 を結ぶ ために低 い売上 の数店舗 を計算す る際 に用 いず,売 上の高
い店舗のみを算定す る際 に用 いた。 そ して フー ドコー ト内 に店舗のな い中
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華料理屋 まで も,共 通 の調理場 を使 ってい るとい うことでその売上予測算
定 に用 いていた。Aは その ような調整を して いることをY1に 示 さなか っ
た。Aは 数字 を悪用 し,Aは 週1万 ドルの売上 が得 られ るとの計 算結果
を出 した。 しか し,現 実 は おおよそ7000ドルか ら7500ドルで あ り,8千
ドルを下回 っていた。事実 と偽 りの数字の間 の違 いは2千 ドルか ら3千 ド
ルであ り,こ の違 いは重大な もので ある。利益 を出 している店舗 と,も が
き苦 しんでい る店舗の違 いが現れ るか らである。 そ して,さ らに2千 ドル
か ら3千 ドルを減 らして売 上5千 ドルになる とほ とん ど最底辺 の売 上の店
舗 とな る。X1は 損 失を被 る危険 にさ らされていた。 このため,Aの 行 為
には合理性 はな く,誤 信を与 え る行 為で あ った とMerkelJ.は判断 して
いる。
しか し,こ の ような売 上予測 はAが な した もので あるが,は た して こ
の行 為が,Y1ら のX1ら に対す る誤解 を与 え る行為 とな るで あろ うか。
す なわ ち,フ ー ドコー トにつ いての平均的 な利益につ いて,Y2が 理解 し
た内容 をX1ら に言 明す ることが誤解 を与える行為 とな るかで ある。 この
点 につ き,MerkelJ.は次 のよ うに判 示 して いる。Y1は 事実 と して事実
ではない ものを示 してお り,賃 料が支出 も含 めて5213ドルというのは フー
ドコー トの小売商 人 の平均値 よ り30%ほ ど高い。 この予測 が店舗 の貸 主
で あるAが 作 成 した もので あ って もY2が 受 け入れ数 値を 正確 な もの と
して採用 したのであ り,告 げ られた情 報を再度吟味 しそれを他者に伝えた
Y1ら の行為 は誤解 を与え る行為 とな ると判断 された。
【判例8】AustralianCompetition&ConsumerCommissionU.Top
SnackFoodsPtyLtd(1999)FCA752(TopSnackFoods事件)
原告 はオー ス トラリア競争 ・消費者委 員会(ACCC)で ある。ACCCは,
被 告Y1の フ ラ ンチ ャイ ジーか らの訴 えを受 け,訴 訟 を提 起 した。 被告
Y1会 社 は1994年か ら1997年までの間,ト ップ スナ ックフー ドとい う名
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称で事業 を行 った フラ ンチ ャイザーであ る。Y2は,ト ップスナ ックフー
ドの社長兼 マネー ジ ャー,Y3は 取締 役兼マ ネー ジャーで マーケテ ィ ング
も行 っていた。
Y1ら は フランチ ャイ ジーを勧誘す る際,「100カ所で600ドルの利 益が
ある。」 「それぞ れの スナ ックボ ックスに平均 して週6.19ドルの売上 があ
る。」 「粗利は約24%で あ る。」 な ど利益が期待 でき るような 旨の表示 を し
て いた。Y1の フラ ンチ ャイ ジー達 は トップ スナ ックフー ドに勧誘 を受 け
て流通 に関す るフラ ンチ ャイズ契約 を結んだのだ けれ ど も,い ず れ も利益
を得 られず失敗 した。
TamberlinJ.は,次のよ うに述 べ,こ れ ら利益 が得 られ る旨の表示 は
誤 解を与え る行為 であ ると判示 している。 被告Y1ら はマーケテ ィングの
戦 略を立て るに際 して,お よそ150から200の販売 用地 ついて見込 み客の
リス トを作 っていた。そ して,1994年6月 の販売用地 の数 は,112カ所か
ら88カ所 に減 ってい ると表示を してい た。 しか し,実 際 には,160カ所
か ら88カ所 に減少 して お り,6月 には138カ所 にな っていた。 そ して,
見込み フラ ンチ ャイ ジーは このデー タを もらって いなか った。
ス トックロスに関す る数値 の表示 も偽 りであ り,合 理的な根拠が無 いと
判断 され てい る。 ス トックロスは6%で あ るとY1ら は表示 を していた。
現実 には,そ して フラ ンチ ャイ ジーの経験 では9%か ら12%も発生 して い
た。 これ らの点か ら,Y1ら の利益 予測 に関 して は合理性 はな く,誤 解を
与 える行 為であ ると判示 した。
【判例9】GardnerCorporationPtyLtdvZedBearsPtyLtd(ACNO69
020640)&ORS(1999)WASC1043(GardnerCorporation事件)
1995年5月14日,Y1はX1が 運営す るX2フ ランチ ャイズチ ェー ンに
加入 す るこ とに合意 した。Y1は,X2の 提供 す る商品 とサー ビスに対 す
る代金や広告料 を支払 うとフランチャイズ契約 によ り合意 したが,支 払 わ
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なか った。X2は,こ れ ら債 務不 履行 による損害 の賠償を求めて訴 えた。
これ に対 して,Y1は,X2に よ る誤信 を与え る行為 または欺隔的 な行為
によ りフラ ンチ ャイズ契約 を結 ぶ ように誘 因されたので あって,X1は そ
の ことを認識 していた。 そのため,X1は51A条 お よび52条 違反 であ り,
Y1ら は利益を得 る見込 みの まった くなか った フラ ンチ ャイ ズ事業を行 っ
たことによる損害 を補償す るよ う求 めて反訴 した。
X1は フラ ンチ ャイズ契約締 結交渉 門こ際 して,利 益に関す る書式 によ
る表示(Thewritttenrepresentationsastoprofitability)をY1の代
表者 であるY2に 提示 した。利益 に関す る書式に よる表示 に関 して裁判所
は以 下のように判示 している。
総売 上に関す る表示 について は,X2は52万 ドルの売Lが で きるとY2
に表示 した。 それは,次 のよ うなこ とを根拠 に していた。
① ケ ンニ ン トン(Cannington)での彼の経験 によれば,5年 の間,平
均 年約52万 ドルの総売 上が あった。
② 何 年 もの間,会 計士 と議論 した結 果。
③ 様 々なフラ ンチ ャイジー達 か ら確か めた年 間販売額 による と52万 ド
ルは可能 であ った。
証拠 として提示 され た文書では,1994年1月か ら1995年2月までの間,
フランチ ャイ ズの平均売上は週1万 ドルを超えていた。 この数字よ り超え
て い る もの も あ れ ば,か な り低 い もの も あ っ た 。 フ レマ ン トル
(Fremantle)のフラ ンチ ャイズは,Y2に よ って運営 されて以来,12カ
月間,平 均週1万 ドルを超え ることを達成 していた。 よ って,総 売上に関
す る表示の正確性 につ いて は,問 題 とはな らなか った。
裁判の過程において問題 とな ったのは,52万 ドルを達成す ると,1年 の
収 入 と して16万6千 ドルを フラ ンチ ャイ ジー は得 る ことがで きると した
表示が,フ ランチ ャイジーが得 ることがで きる純益なのか,そ れ ともすべ
ての経費 を含め た ものなのか であ る。 この点 につ き,裁 判所 は,52万 ド
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ルの売 上を達成 すれ ば,賃 金な どを除 くす べての経 費 を含めて,16万6
千 ドルの収 入がある とい うことであ ると裁判所 は解 したLlm。
また,Xは 「平均 的 な会 社は50%以 上の粗 利を出す」 とい う表示を し
てい るが,利 益損失計画 は次 のよ うに想定 していだID総 売 ヒ52万 ド
ル。 粗利26万 ドル。経 費 と して ロイヤ リテ ィ週395ドルを含 む9万3468
ドル。 賃金2万5千 ドル。オ ーナー1人 にス タッフ1人 。減 価償却 やオー
ナーの給 料は含 まれて いな い。 多 くの土地で は,売 上週7千 ドルが損 益分
岐点 となる。
Xは,52万 ドルの売 上で,粗 利16万6千 ドルを達 成す るという計画 を
繰 り返 し述べ た。 しか しこれでは,損 益 分岐点 となる売Eは36万4千 ド
ル(7千 ドル ×52週(1年))に なるので,年 間16万6千 ドル は不可能 に
な る(52万 ドルか ら36万4千 ドルを引 くと16万6千 ドルを下回 るため)。
また,平 均的 な企業 の粗利 は50%で ある とい う記述 は,商 品の仕 入れ
価格 よ り販 売価格 が2倍 であ るとい う意味 だとXは 主張 した。 仮 にそ う
だ として も,損 益分 岐点の36万4千 ドルの収入 には,18万2千 ドルの仕
入 れ費用(36万4ド ルの半分)が か か ることにな る。総売 上52万 ドルか
ら損益分岐点 である36万4千 ドルを引いた額 である15万6千 ドルの内半
分 は仕入 費用経費 とな り,そ の仕入 れ費用 を差 し引 くと,利 益 はた った
7800ドル となる。
しか も,総 売 上の うち50%が 利益 とな る とい うXに よ る損益計 画は9
万3千468ド ルの経費を含んだ もので ある。明 らか に これは損 益分 岐点 が
週7千 ドルの売上 と して計算 した もので はない と裁判所 に判断 された。
Xの 示 した1990年6月1日 付 けの文書 によれば,ケ ンニ ン トンの店舗
での総経費 は年間14万8387ドル,イ ンナル ー(lnnaloo)の店舗の総経
費は12万7826ドル,ミ ッ ドラ ン ド(Midlamd)の店舗の総経 費は11万
7781ドル,モ ー レイ(Morley)店は12万2382ドルで ある と していた。
1995年8月15日に準備 された文書で は,メ ビル(Melville)の店舗の総
・ ・
経費は11万1867ドル とな って いた。1995年8月21日 に用意 された文書
では,総 売上105万1151ドルで,純 益が11万9859ドル,経 費27万1826
ドル とな って いた。粗利 は34.88%にな って いた。
しか し,実 態 はか け離れて いた。証拠 によれ ば他 の店 もほ とん ど儲か っ
て お らず,損 得無 しか少 し赤字 にな って いた。 モー レイ店 では,1995年
度総 売 上 は81万9960ドル,仕 入費 用55万9358ド ルで,粗 利 は26万
602ドル,(賃 金 な どを含 め)諸 経費 は26万5938ドルで あった。 減価償
却 や 負債返 済 な どの経 費を 除 いて も1995年度 は6022ドル,1994年は
8116ドルの利 益 しか得 られ なか ったので ある。 ミッ ドラ ン ド店で は1994
年度 は,総 売 上53万1287ドル,粗 利14万372ド ル,経 費を差 し引 くと
損 失 は4万245ド ルにな った。1995年度 は総売上64万6878ドルで粗 利
は24万8791ドル,純 益は4630ドル とな ったQ
以 上の点 を鑑み,SteytlerJ.は,次のよ うに判 示 して いる。 利益 予測
に関す る表示 は将来 の事実 に関す る表示 であ るが51A条 規定の合理 的な
根拠 に基づいていないため,経 費の点 において支持で きない と判示 した。
そ して,こ の合理的 な根拠 のな い表示 は52条 規 定の誤解を与え る行為で
もあ ると判示 された。
しか し,本 件 では52条 の適用 が否定 された。52条が適用 され るには,
誤解を与え るような行為の表示 によって契約を締結 したことが必要で ある
が,X2の な した表示 は,契 約の締結 になんの役割 も果 た していなか った
か らで ある。
SteytlerJ.は,「Y2は,フラ ンチ ャイズ文書を 見る前か ら,フ レメ ン
タルのフラ ンチ ャイズを購 入する ことを決 めていた。 フラ ンチ ャイズ文書
の表示 に よってY2は 影響 されなか った。Y2は 個 人的に,週2万 ドルの
売上が あるとは じめか ら信 じていた。私 は,Y2の 頑強 な(bullish)な性
格を知 っている し,彼 は週2万 ドル以上の売 上を達成で きると信 じていた。
しか も,損 益分 岐点が週7千 ドル とい うのは重要 な ことで はない と,Y2
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は考えて いた。 しか もY2は 「2万ドル の売 上を出せ る と考 えていた。損
益分 岐点 は気 に しなか った。週2万 ドルの売上だ けを見ていた。」 と発言
して いる。 そ して,Y2は 文書 を見る前に,店 舗 を出す店 の土地 を購入 し,
フラ ンチ ャイズフ ィーを フランチ ャイズ文書が与え られた ときに,つ ま り
文 書 に 目を通 す前 に支 払 ってい る。Y2は フラ ンチ ャイズ文書 の疑 問を
X2に示 さなか った。」 と判断 して いる。
結果的 に,Y2は フ ランチ ャイズ文 書にお ける利 益に関す る表示 を全 く
信頼 して いなか った。Y2は 文書 を信 頼せず フラメ ンタル フラ ンチ ャイズ
を購入 した。Y2は 文書 に全 く影響 されなか った。
以 上によ り,裁 判所 は,Y2は,X2ら の な した誤解 を与え るよ うな行
為(表 示)の 結 果,損 害 を被 った とは言 えないので,Y1の 訴えは棄却 さ
れたq㌔
【判例10】CarltonU.PixPrintPtyLtd(2000)FCA337(Carlton事
件)
Xは,1995年8月25日,Y1が 掲 載 した フランチ ャイ ズの新聞広 告を
読ん だ。 そ して,ヴ ィク トリア州 のY1の マ スターフラ ンチ ャイ ジーであ
るSに 連 絡 し,フ ラ ンチ ャイ ズ展示 会の チケ ッ トと開示文 書を受 け取 っ
た。1995年9月8日,Xは フラ ンチ ャイズ展示会 に出席 した。XはSに
よ ってY1の 経営者 であるY2を 紹介 された。
1995年9月19日,Sか らXは マ スター フランチャイズ契約 の草稿 を受
け取 った。Xは それを読み ソ リシタと相談 した。1995年9月23日,Xと
Y2は フラ ンチ ャイズにつ いて話 し合 いの場 を持 った。1995年9月25日
に も会 合を した。 その後,電 話 での話 し合 いを続 け,1996年10月171-i
にXはY2に ク ィー ンズ ラン ドとノー ザ ンテ リ トリー のマ スター フラ ン
チ ャイズを購入す ることを告げ,10月25Flに契約は締結 された。
しか し,結 局,ビ ジネスは成功 しなか った。 そのため,XはY2の な し
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た表示が,誤 解を与え る行為 また は欺隔的な行為で あ り,そ の表示 を信頼
して,Xは マ スター フラ ンチ ャイズ契約 を結ん だ。 よ って,Y1とY2は
取 引慣 行法52条 に違反 した と して,XはY1とY2に 対 して損 害賠償 を
請求 した。
Y2は フラ ンチ ャイ ズ契約締結準備 段階 において様 々な表示 を してい る
が,裁 判の過 程においてそれ らが誤解を与え る行為 または欺隔的な行為 と
な ったか どうかが,争 われ ている。以 下,そ れ らについて検討す るが,Y2
は次のよ うな表示を してい る。
(1)Y2の表示
①1995年9月8日 のフ ランチ ャイズ展示会において
IXは,Y1フ ランチ ャイ ズのマ スター フラ ンチ ャイ ズになれ ば,
最低で も3,4の フラ ンチ ャイズを最初 の12カ 月間に クィー ンズ ラ
ン ドで売 る ことがで きる。
IIXは 最 終的 に20か ら30の フラ ンチ ャイズ店 を ク ィー ンズラ ン
ドで持 つ ことがで きる。
皿 約束の6カ 月以内 にク ィー ンズラ ン ドで マスターフラ ンチ ャイズ
を設 立す る と,Xは トレーニ ングス トアを利益 を得 て売 る ことが
で きる。
IVク ィー ンズラ ン ドのマスターフラ ンチ ャイズになる と,各 々のフ
ラ ンチ ャイズは毎月 ロイヤ リテ ィを支払 うので長期にわた り価値の
ある資産を形 成す ることができ る。
②1995年9月 に雑誌 に掲載 された記述
1.5日分 の取 引で妻 と夫のチー ムはPフ ラ ンチ ャイズの運営費を カ
バーで き,週 の残 りの稼 ぎは,純 益 とな る。
③1995年9月9日 の ホテルの会合
Y1フ ランチ ャイ ズは拡 大 してい るので,Y1フ ラ ンチ ャイ ズを売
るの は簡単で ある。
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④1995年9月 の第一週 に渡 され たパ ンフレッ ト
Y1フ ラ ンチ ャイズ ビジネ スは快適 な生活を フラ ンチ ャイジー に与
え る。
⑤1995年9月23日 のホテルでの会 合
IY1は フラ ンチ ャイズを ア ジアやニ ュー ジー ラン ドに拡 大す る予
定で ある。
IIY1は 現在,16の 店舗を持 ってい る。
皿 今,Y1は フラ ンチ ャイ ジー との間に紛争 を抱 えていない。
IVY1フ ラ ンチ ャイズのすべ ての店舗 は成功 してい る
Vす べての店舗 はロイヤ リテ ィを支払 っている。
⑥1995年9月10月 号雑誌
一週 間,店 舗 を運営す るのに必 要な費用 は,1日 の売上 高よ り低 い。
よ って,残 りの4日 の売 上は,純 益 とな る。
(2)裁判所(DrymmondJ.)の判断
このよ うにY1フ ラ ンチ ャイズは大 き く成功 し,利 益 も出て拡大 して
いるよ うにY1とY2は 表示 を してい るが,実 際は落 ち目で,経 営 も傾
きか けて いた。 ロイヤ リテ ィを払えない フランチ ャイジー もい るな ど,
成功す る高度な運営 と大変利益の ある将 来 とい うY1やY2の 表示は,
合理的な根拠 はなか ったのである。 裁判所 は,こ れ らの表示には根拠は
な く,誤 解を与え る行為 または欺購 的な行 為であ った としてい る。
そ して,契 約を結ん だ当時,Y1の 状況 は次 の とお りであ った。
1998年まで に,Y1に よって運営 されてい るフランチャイズ システム
は崩壊 した。 この崩壊 も急 に生 じた ことではな い。1996年には8つ の
フランチ ャイズ しかな く,訴 訟を起 こ され る危険 もあ った。 その後,6
つに減 り,1997年には8つ に回復 した もの の,1999年には3つ に減 っ
ていた。 この ことは1995年の時点 で予期で きていた。 そ して,こ の事
実 は,楽 観 的な 予測 に対 して合理的 な根拠が欠 けて いたことの証拠 にな
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る と裁判所 は判断 して いる。 要す るに,Y1は 大変取 引量の少な い企業
であ った。
また,多 くの店舗で は財政的 な問題 か らロイヤ リテ ィの不払いが続 い
て お り,訴 訟 の危険 もあ り,ま たそれ らの理 由か らフランチ ャイズ消滅
の危険 もあ った。 上記の とお り1995年9月23日 の会合で,XはY2に
紛 争を抱 えて いる フラ ンチ ャイ ジー はあ るか と尋 ねた。Y2は,「 い い
え,全 くない」「彼 らはすべて,幸 福な家族だ。」 と答 えた。 ロイヤ リテ ィ
をす べての企業が支払 って いるか につ いて も肯定的 にこたえている。 こ
れ らは真実の地 位 を表示 していな い不実表示 で ある。Xが 真実 を知 れ
ば,XはY1の フラ ンチ ャイズを購 入 しなか った ことは証拠 によ り明 ら
かで あるU310
以上 の点か ら,Y1とY2の 表示 は誤 解を与 え る行為 または欺購 的な行
為 であ り,Y1とY2は 取 引慣 行法51A条 および52条 に違 反 した と裁判
所 は判示 した。
【判例11】AustralianCompetition&ConsumerCommission(ACCC)
U.Grant(2000)FCA1564(Grant事件)
オー ス トラ リア競 争 ・消 費者 委 員会 が被告Yの フランチ ャイジーか ら
の訴 えを受 け訴訟 を提起 した。 被 告Yは,移 動 家具の修理 業を行 うフラ
ンチ ャイズチ ェー ンで あるFurnitureWizardPtyLtd.(FWと略す)の
創 業者 であ る。FWは,1996年9月9日 に創業 され たが1999年3月26
日に清算手続 をは じめた。
FWは,フ ラ ンチ ャイズ加 入希望者 を募集す るにあた って,売 上利益 予
測 を広告 や 口頭 に より表示 した。 そ して,フ ラ ンチ ャイジー達 は,こ の表
示を信頼 した。 しか し,何 人かの フラ ンチ ャイジーに対 して行 った表示 の
多 くの点が不正確であ った。その ため,オ ース トラ リア競争 ・消 費者 委員
会(AustralianCompetitionandConsumerCommission)は,このFW
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の表示は取引慣行法52条で禁止された誤解を与える行為または欺購的な
行為であるとして,訴 えを起こした。
フランチャイズ加入希望者を募集する際に,FWは 自己のフランチャイ
ズに関する見込みと危険について表示を したが,Yは,こ れが取引慣行
法52条で禁止された誤解を与える行為または欺隔的な行為であったこと
を,裁 判の過程において認めた。そこで,FWの 違反について,Yま で
個人的に責任を負うのかどうか争われた。
裁判所は,FWは,誤 解を与える行為または欺購的な行為を行 ったと結
論づけ,こ のことをYは 認識 し,かつ,こ のことにYは 助力 したため,
個人的に責任を負わねばならないと判示 した。
それでは,具 体的にFWの 行為の中で,如 何なる行為が誤解を与える
行為または欺隔的な行為と裁判所がみな したかについてふれる。
裁判所は,FWが 契約 した複数のフランチャイジーとのフランチャイズ
契約締結準備交渉において,誤解を与える行為または欺購的な行為があっ
たと判断 しているU-1)。裁判所が誤解を与える行為または欺隔的な行為と判
断した行為は複数あるが(I」),売上 ・利益予測に関 しては次のとおりである。
(1)競合店についての不実表示:Xと の取引における誤解を与える行為
または欺;・一,的な行為
Cが競合店について尋ねると,Yは 「我々の競合店には弱小業者がい
るだけである。そして,彼 らはFWに 立ち向かう力はない。なぜなら,
我々は国際的に取引を しているし,世界中に顧客がいる。だから,競合
店にはろくな顧客が残されていない。」と答えている。また,Yは 「多
数のホテルが仕事を依頼するため,我 々に接触 してきているが,待 たせ
てある。なぜなら,処理能力を超えた量の仕事を現在抱えているからで
ある。」 と,さ らに 「ホテルと契約をして,フ ランチャイジーに仕事を
まわす予定だ。」 とも述べている。
FWは,国 際的な取引の契約は,ど ことも結んでいなかったし,フ ラ
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ンチャイジーに仕事を供給できることが可能となる重要な契約は全 く締
結されていなか ったので,こ れらの表示はすべて誤 りであると裁判所は
判断 している。
1997年3月に開かれたセ ミナー出席の際にCが 受け取 ったインフォ
メーションパックにも 「国際的な取引の契約やフランチャイジーに仕事
を供給できることが可能となる重要な契約が結ばれている」 と記載され
ていたが,こ れも上記のとおり誤りであった。
(2)顧客母体についての不実表示:Mと の取引における誤解を与える行
為または欺隔的な行為
別のフランチャイジーであるMとFWの 取引では,次 のような有様
だった。
Mは 契約締結準備交渉段階において,「国内の顧客母体から収入の80
%と なる仕事を供給す ることが期待できる」 との表示をFWか ら受 け
ていた。例えば,Mは,「FWは ある地方の家具販売店から8つのアポ
イン トメントを取 っている」 との情報をFWか ら与えられていた。M
はそれ らのアポイントメントに出席 したが,し かし,ど こも家具の修理
についての電話質問を受けただけだと答えられ,仕 事の契約が結ばれた
わけではなかった。 しかも,FWの 価格は他の店より高いと言われた。
1997年11月までに,Mは ビジネスを継続することが困難であると認識
するが,そ の後 も,Mは 仕事を探す努力を続け,自 分の力で仕事を見
つけ続けた。 しか し,Mの 店舗は,1998年9月に閉店 した。
裁判所は,Mに 対するこの顧客母体に関する表示を誤解を与える行
為または欺隔的な行為と判断 している。
(3)顧客 母体についての不実表示:Wと の取引における誤解を与える行
為または欺隔的な行為
また,Wと の取引も同じ様な過程をたどっている。
1997年6月にWは,FW社 員のEに あい,FWに は顧客 母体がある
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ことを保証 され,そ こか ら仕 事が もらえ ると保証 された。 そ して,Eは,
「(仕事 は与 え られ るので)営 業活動 はす る必 要はない。FWは トレー ド
セ ンターを作 りま した。 そ こか ら80%の仕事が供給 され ます。1年 後 に
は週2千 ドル,年 間10万 ドルを稼 ぐことが できる。」 と表示を した〔1`i)。
トレーニ ング期 間終 了後 の1997年11月10日,Wは 事業を開始 した。
仕事 の受 注 に関す るア ポ イン トメ ン トが あ った とす る多数 の リス トを
WはFWか ら受 け取 った。Wは それ らに赴 いた。 しか し,そ れ らの事
業者のほ とん ど全てが,FWと の コンタク トにつ いて知 らず,そ の大半
が興 味を持 って いない と言 った。 そ して,な ん とか それ らの リス トの2
つ の事業 者だけか ら仕事を得 ることがで きたが,そ の事業者 か らは,仕
事 を与 え るのは これ っき りで今後のつ きあ いはない と,そ の際,Wは
告 げ られ た。Wは,FWが 多 くの販売 店,製 造業者,運 送業者 と契約
していな いことを,こ の時,知 った。
そ して,FWは 「そのエ リアで手 に終 えないほ どの仕事があ る」 と述
べていたに もかかわ らず,実 態 はそ うで はなか った。FWは ,極 わずか
の仕事 しかWに 与 えなか ったため,Wは 客集め にほとん どの時間を費
や した。Wの 目標で あ った週2千 ドルの売 上は達 成で きそ うになか っ
た。Wは,最 初 の週 に週400ドル稼 ぐことはで きず,11週 経 って も週
2千 ドルに 及ぶ こ とは な か った。 な お,Wの 取 引計 算 書(Trading
Statement)では1997年11月20日 か ら1998年10月30日 まで2万
5491ドルの総売 り 一ヒげをだ し,Wの 収益 は週2828ドル にな るはずだ っ
た。
よって,Wに 対す るこの顧 客 母体 に関す る表示 は,誤 解 を与 え る行
為または欺隔的な行為 である と裁判所 は判断 してい る。
(4)顧客 母体 につ いての不実 表示:Kと の取 引 におけ る誤解 を与 える行
為または欺購的な行為
また,Kと の取 引 も同 じ様な状況であ った。
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KもMやWと 同 じく顧客 母体 が ある との 表示を受 け契約 を結 び,
その後,顧 客母体 とな る事 業者 リス トの提供 を受 けた。KはFWか ら
提供 された顧客 母体 とな る事業者 リス トの全てに接触 した。 しか し,一
般 的な反 応 は満足 でき る もので はなか った。 ほ とん どの事 業者 はFW
を聞いた こともな く,FWと 家具の修理 のための取 り決めを もっていな
か った。FWは 全国的な契約を もっていなか った ことが明 らかにな った。
しか も,そ の リス トには,Kが 担 当 にな った サウ スオ ー ス トラ リアで
事業を してい る企業は,ほ んのわずか しか記載 されていなか った。1997
年10月 か ら1998年2月 までの 間,Kは 平均週434ド ル しか稼 ぐこと
はで きなか った。 だ れ もFWの こ とを聞 いた ことが無 く,FWが 仕事
を照 会 した こともなか った。 しか も,全 国的な契約はサ ウスオー ス トア
リアにはなか った。 全国的な契約は存在 していなか った し,豊 富な仕事
はな く,価 格 も競争 でき る もので はなか った。Kは 他の フ ランチ ャイ
ジー と同 じように仕事 をFWか ら紹介 して も らえ ることはなか った。
1998年9月頃 には,Kは 平均430ドル しか稼 ぐことはできず,経 費等
による損 失は10万2067ドルであ った。
よ って,こ の顧客母体 に関す る表示 は,誤 解を与え る行為 または欺隔
的な行為であ ると裁判所は判断 してい る。
(5)マーケ ッ トについての虚偽の記載
インフォメー ションパ ックにはマーケ ッ トについて も虚偽の記載があっ
た と裁判所は してい る。
イ ンフォメー シ ョンパ ックには,「7年 以 ヒにわた り,我 々は,多 数
の独特な生産物 ・システム ・サー ビスなど,価 値の ある工作物 ・産業契
約 を発展 させ,利 益を得,高 い代価が支払われ る仕事を長期 にわた って
供給す るこ とを保証 してきた。」 と記載 され ていたが,そ のよ うな事実
はなか った。 また,「我 々のサー ビスにはた くさんの需要が あるので,
幾つかの組織 と提携を してい る」 と記載 されていたが,実 際にはそのよ
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うな事実はなか った し,何 ら不要式 の取 り決 め もされてい るわ けではな
か った。 小売 り,製 造業者,輸 入業 者,卸 業 者な どと契約 を結 んでい る
とFWは 示 したが,輸 人 業者 や小 売 りチ ェー ンと契 約を結 んで はいな
か った。 また,フ ランチ ャイザ ーが フラ ンチ ャイ ジーに全ての仕事を供
給 する としていたが,こ れ も偽 りで あ った。
(6)利益についての記載
利益についての記載に も誤 りが あった。 イ ンフ ォメー ションパ ックに
は,以 下 のよ うに記載 されていた。
「開店後4週 間の 「収益 と純益」 について
1週間 目2195ド ル
2週 間 目2085ド ル
3週 間 目1950ド ル
4週 間 目2140ド ル
合 計月8370ドル」 と記載 されていた。
さ らに具体 的な 記載で は,「1週 間 目には39.5時間働 いて2195ドル
の売上 をあげる ことが可能 であるが,(ロ イヤ リテ ィ329.25ドルを含め)
経費は570.70ドルかか る。 よ って,純 益 と して,1624.30ドルにな る。」
と記載 されていた(litOこれ らの記載 は,根 拠 がある ものではなか ったの
で,誤 解を 与え る行為 と裁判所 は判断 している。
その理 由 と しては,以 下 の通 りであ る。Yは 毎週 フラ ンチ ャイ ジー
か らレポー トを受 け取 ってい た。1996年11月24日か ら1997年3月2
日まで,フ ランチ ャイジー は1人 しか いなか った。 フラ ンチ ャイ ジーは
平均 して1週 間 に300ドル強 しか稼 ぐことがで きなか った。 その後,
1997年3月11日の終わ りまで,2人 の フラ ンチ ャイ ジーがいた。 平均
した彼 らの1週 間 の売 上は,平 均 して350ドル強で あ った。1997年3
月9日 か ら1997年5月11日 までの平均 した1週 間の売 上は400ドル強
であ った。 その後1997年6月29日 まで4人 のフラ ンチ ャイ ジーがいた
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が,彼 らの売 ヒは平均 して1週 間 に400ドル以 ドで あ った。1997年6
月1日 か ら1997年8月31日までの間3つ か4つ のフランチ ャイズリポー
ト(売L一報 告)が あ ったが,そ の 中の一 つ は確 かに,1週 間に2285ド
ル売kげ た とい う事案 もあ った,し か し,そ この'1'均的 な売 ヒは1180
ドルであ った。 その後,2カ 月間に30の 報告が あったが,2つ の リポー
トだけが1600ドル を超 えていた。 そ して,そ の2つ を含 めて8つ の リ
ポー トだけが,週1Tド ルを超えていた。全ての フラ ンチ ャイジーの平
均 はた った週550ドルであ り,2カ 月後の平均 は,週870ド ルであ った。
1997年の第 三四 半期 も改 善され なか った。1997年12月の終わ りには,
全ての フランチ ャイジーの平均利益 は週580ドルであ り,第 三四 半期の
,i均も週590ドルであ った。その四 ヶ月の間208の リポー トが報告 され
たが週 に1600ドルを超 えて いるのはそ の内5つ だ けであ り,1千 ドル
を超 えてい たのは32だ けで あ った。2千 ドルを超 えて いたフラ ンチ ャ
イジーは2週 間分だ けであ った。1997年12月28日 まで の全ての期間
299のリポー トがあ ったが,週 に2千 ドルを超えてい るの は4つ だけで
あ り,1600ドルを超 えてい るのは7つ であ った。 証拠 による と全て の
フラ ンチ ャイズの平均 は,誰 もが最 初の4週 間の うち1度 だけ,週 平均
1千 ドルを超 えてい る。 しか し,そ の期 間が過 ぎる と31の フラ ンチ ャ
イズの うち3つ だ けが1000ドルを超 えている。1200ドルを超 え る例は
なか った。
Yは1週 間の売 ヒが2000ドルな い しは1850ドルに達 しない と知 っ
ていた し,理 解 して いた。 彼 は,1997年6月 まで の平均が550ドルで
あ るとは告げなか ったのであ る。
以 上の点か ら,利 益 についての記載 は誤解を 与え る行為で あると裁判
所 に判断 された。
一110一
フランチャイズ契約締結準備段階における売上・利益 ア測情報の提供(3・完)
(7)市場調査 とフランチ ャイズエ リアの算定
市場 調査 とフランチャイズエ リアの算定 も誤解 を与 える ものであると
判示 されてい る。 それは,以 下の理 由による。
Yは 市場 調査によ り,4万 人の人 口が フラ ンチ ャイ ズエ リアと して は
適 切である と表示を したが,実 際 には 市場調査 は,な されて いなか った
し,そ れはなん らの根拠 があ るものではなか った。 しか し,そ の数字を
元 に計算 をは じめた。 人 口の デー タをパ ソコ ンで引 き出 し,Yは 地 図
に4万 人の人 ロライ ンを引いた。 そ して,そ の地域 内の様 々な事業の数
と性質 を認識 した。 そ して,そ れ らの事 業か ら,ど れだけ仕 事が得 られ
るかを判断 した。 しか し,そ れ らは直感 に頼 り科学 的な根拠 のない もの
であ った。 また,そ の点 に関 しては何 の調査 も行 わなか った。例 えば,
認識 された 事業 には家具製造業,家 具販売店,ホ テルやモーテル,保 険
事業な どが含 まれて いた。彼 らは単にコ ンピュータの登録か らこれ らを
認識 した。 独立 した市場調査 は全 くされなか った。様 々な事業か らの潜
在的な1年 間の売上の見積 も りは,調 査 によって裏付 け られ た もので は
な く,Yの 直感 によ って な され ていた。 また,調 査 を 自分 らの スタ ッ
フだけで行 った。
Yは,「 地 図上 に4万 人の ラインを引 く地理 的地域 を判断 するために,
長 い時間 を費 や した。 また,記 録 か ら地域 内の事業の数や性格をチ ェ ッ
ク した。 そ して,こ の地域 内の事業か ら家具の修理 によ って稼 ぐことが
で きる歳入 を想定す るために,何 度 も地 図kの ライ ンを調節 した。 これ
によ り,週2千 ドルの売上 が可能 な地域 ができあが った。 また,地 域内
の 事業者 に電 話 を し,Yの 家具修理 を認 識 させ,か つ,FWに 家 具の
修理 を申 し込む準備 があ るか ど うかを調査 した。」 とL.張して いるが,
裁判所 は,こ れ らの ことは,市 場調査 とは言えない と判断 して いる。Y
は徹底 した 市場調査 を行 っていないため,フ ラ ンチ ャイズエ リアに関す
る表示 は,誤 解を 与え る行為 であると判断 した。
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以上のFWに よる表示を,裁 判所は誤解を与える行為または欺隔的
な行為であると判断 している。
【判 例12】SandersU.GleuFranchisesPtyLtd(2002)FCA1332
(Sanders事件)
この 【判例12】は,取 引慣行法52条 の適用 が否定 された事案 である。
被告Yは 「ピザヘ ヴ ン」 と言 う名で フラ ンチ ャイズチ ェー ンを展開す
る フラ ンチ ャイザーで あ る。1990年8月 にX3は ある新聞広 告を見 た。
ひ とつ は メルボル ンで開かれ るフランチ ャイズ展示会の広告であ り,も う
ひ とつ は ピザヘ ヴ ンフラ ンチ ャイ ズチ ェー ンの広 告で あ った。X3とX1
はYに 連絡 を取 り,契 約締結 へ向 けた交渉が始 まった。
原告X1とX2とX3は1990年10月 にYの フラ ンチ ャイ ズチ ェー ンに
加入す るフラ ンチャイズ契約 を締結 して営業を始 めたが,利 益が上が らず,
2年後,多 大の損害 を被 って廃業 した。 フラ ンチ ャイズ契約締結準備交渉
に おいて,Yは 不 実表 示を し,不 実 表示 によ り契約締結 を誘 引 し,そ の
結果,損 害を被 った として,取 引慣 行法52条,51A条 を根拠 に して原告
XIX2×3はYを 訴 えた。
KennyJ.は,この広 告が誤解 を与 え る行為 または欺隔的な行為 にあた
るか どうかについて判断 して いる。す なわち,YがX1ら に対 してな した
表示 は 「誇 大表示(puffery)」であ り,そ れ に基づ き訴え ることはで きな
いので はないか という ことにつ いて検 討を した。 この点 につ き,Kenny
J.は,Pappasv.Soulac(1983)50ALR231を引用 し,見 込 み購 入者 の
興味を引 くため に交渉の は じめ に行 う誇大表示 は誤解 を与える行為 とはな
らない と判示 した。 広告 にお いて次の ような表示が なされ た。
① ピザヘ ヴンチ ェー ンは利益を得 ることにつ いて驚異的 に成功 して い
る ことが実績 を もって証明 されて いる。
② ピザヘ ヴンフランチ ャイズは魅力的な投資対象 だ。
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③Yは ヴ ィク トリアにお いて ピザヘ ヴンチ ェー ンの広告 や プロモー
ションをするための積極的な プログラムを用意 している。
以 上の3つ の表示は誇大表示であ るとされた。 これ らはフランチ ャイザー
が フラ ンチ ャイズを売 るための交渉の席に着かせ るたあ に通常 なされ る誇
大表示 で ある とされ た。 そ して,① と② につ いては,Yか ら,よ り詳細
な情報が記 されて いる開示 文書 を受 け取 った時点でそれ ら表示の意義 は消
滅 している。 フラ ンチ ャイズ契約を した際にそれ らの表示 がXの 心 に残 っ
ていた と して もこれ らの表示を信頼 したか どうかは疑わ しい とKennyJ.
に判断 された。
51A条が関係 す る将 来の事実 に関 す る表 示 につ いて も検 討が された。
この将 来の事実 に関す る表示は,以 下の ような 内容 とな っている。
④ メルボル ンピザヘ ブンのマーケテ ィングとプロモー ションはアデ レー
ドピザヘ ブ ンの店舗 に大変類似す るだろ う。
これ らの表示 につ いて,KennyJ。は次 の ように判 示 して いる。 これ ら
の表示 はXが 期待 した将来 の事 実 に関 す る表示 であ る。 それは,表 示者
の現 在の心 証を表示 して いるのだけれ ど も,本 質 的には将 来の事実 に関す
る表示で ある。 よ って,51A条 によ り表示 者であ るYに その表示 の合理
性 を証 明す る義務 が発生 す る。
Yは 広 告 に関 して,Yの 広 告の経 験,と りわけ広告 の形式や広 告費 用
につ いて,フ ラ ンチ ャイズ契約締結 交渉過程で述べた。 ピザヘ ブ ンは広告
費用 を経験 に基 づ いて販売 高(grosssales)の5%である と してい た。
1990年9月に ピザヘ ブ ンは,費 用を用 いて,ア デ レー ドでラ ジオ広告,
イエ ローペー ジ,テ レビ広告,チ ラ シ広 告を行 った。 開示文書に もこの こ
とが記載 されてい た。 テ レビ広告 は メル ボル ンにおいて10店 舗が 開店 す
るまで行われない と言 う条件 に従 って,ピ ザヘブ ンはアデ レー ドでな され
たの と同 じよ うに メルボル ンにお いて広 告を しよ うとしていた。 このよ う
にこのYの 表示④ については,合 理的な根拠が あった。
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⑤ 各 々の フラ ンチ ャイジーは毎 週Yに 広 告料を支払 うがそれ は販売
高の5%を 超えない。
この表示 は,開 示文書 に含 まれて いた。 フランチャイズ契約か ら生 じる
法的 な義務 につ いての表示 である。 この表示 はこの表示が なされ たときに
は正確で あ り,誤 解 を与え る表示 また は欺 隔的な表示 ではな いとKenny
J.によ り判断 された。
⑥1990年9月5日 及 び9月12日 に開示文 書の一 部 と してYか らX
に対 してな された フラ ンチ ャイズの利益計画は ピザヘブ ンの現実 的な
経験 に基づ いた数値 を含んでお り,特 に以 下の ものを含んでい る。
i直 営店 そ して フラ ンチ ャイズ店 にお ける ピザヘ ブ ンでの現実的な
経験 に基づ いた数値 による計画 され た販売 高
i1直 営店 そ して フラ ンチ ャイズ店 における ピザヘ ブ ンでの現実的な
経験 に基づいた年間の フランチ ャイズ/直営店 の利益 計画
この 表示 によ ってYは 誤解を 与え る行 為を行 った とKennyJ.に判断
されてい る。 具体的 には 「週5千 ドルか ら1万2千 ドルの範囲で売 上が見
込 める。」 と表示を した。 これはサ ウスオース トラ リア州での経験 に基づ
いて お り,サ ウスオース トラ リア州で は開店 当初の売一Lはおお よそ週4千
ドルであ った。 グ レネル グでの売Lは 週1万4千 ドルであ り,ク リステ ィー
ズ ビーチでの売一ヒは週1万5119ド ルに達 していた。 そ して,エ ンフ ィー
ル ドで は,1987年度週5234ドル,1989年度 は週5674ドルの売一ヒを示 し
ている。 この ようにほ とん どの店舗 は予測の範囲内で営 業がな されてお り,
グ レネル グの ように予測の数値を超えてい る店舗 もあ った。 利益計画を誤
解を 与え る もの にす る計 画の範囲を下回 るような店舗が存在 した とい う事
実 はなか った。証拠 によれ ば,数 値 は ピザヘ ブ ンの経験を反映 した数値で
あ り規則的 に彼 らの経験 によ り見直 されてい る。Yは 開示 文書の利 益計
画を見直す際 にこれ らの知識 も考慮 に入れて見直 しを行 ってい る。
もっとも,純 益 は下落 していた。Yは,「 販売費用 は,こ この店舗の経
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験か らすると売上の25%である。」 と表示を していた。 この点に関 して,
Xは 販売費用が25%という点に対 して現実の費用とは異なっている点を
指摘 した。確かにこの25%という数字はサウスオース トラリアでの実績
に基づいており,それを他の要因を考慮 して算出したものである。この数
字を達成 している店舗はほとんどなかっだIH1。しかしなが ら,この数値は,
利益計画書における計画であって現実の数字ではない。様 々な店舗の経験
か らひとつの数字を導 き出すために,仮定の数字で計算することは避けら
れない。Xは それ らの仮定が誤 っていることを証明できなかった。すな
わち,Xは,直 営店やフランチャイズの店舗の利益が得 られていないた
め,利 益計画が ピザヘブンの経験に基づいていないと証明することはでき
なかった。
Xが 開示文書に示された不実表示を信頼 したかどうかについて も検討
された。Xは 利益計画書により週5千 ドルの売kを 得 られる等と言われ
たのだけれども,Xは そのような数字を信 じていなか った。 このため,
利益計画書は誤解を与える行為または欺隔的な行為とはならないと判断 さ
れた。
KennyJ.は,本件において誤解を与える行為または欺隔的な行為は生
じないと判示 した。
2判 例分析
それでは,判 例を分析 してい く。特に如何なる行為が52条に規定され
た誤解を与える行為 となるかを中心に検討 してみたい。本稿では,そ のた
めの方法として如何なる行為をすれば誤解を与える行為となるかについて,
その判例により示 されたルールを抽出 していく。
まず多 くの判例でfL:通しているのは,現 在及び過去の実績を正確に表示
または売L-・利益予測の算定に用いることが必要である。そうしなければ,
誤解を与える行為となる。
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例 え ば,【 判例2】(HighTower事件)で は,「計 画 され た利益が12
万 ドルで ある」 という表示 は,広 告費用や取 り替え費用の点で過去の実績
よ りも高 い数値を示 してい る。 「モーテル は強 い成長を示 して い る」 とい
う表示 に関 して も,実 際には売上が下降線 をたどっているに もかかわ らず,
過 去の実績 とは異 なる表示 を示 して いる。 【判例4】(Jaeques事件)で
は,「売上高週1万 ドル,粗 利は売 上高の38%で3千800ド ル,純 益1千
770ドル」 とい う表示 に関 して,「売 上高週1万 ドル」 は,結 果的 にXの
店舗 は7千 ドルに しか達す るこ とはできなか ったが,予 測 をす る際に参考
にされ た ヌーサ店 は現在1万 ドルの売 ヒであ り,増 加傾 向にあ り1万2千
ドルにな りそうであったことなどか ら,合 理性 を認 め誤解 を与 える行 為で
はない としてい る。 しか しなが ら,「粗利38%」 とい う点 に関 して は,既
存店舗 の粗利 の実績 を無視 しているため,誤 解 を与える行為 である と判断
された。38%に達 している店舗 が なか ったか らであ る。 【判例7】(Miba
事件)で は,売 上予測 は,過 去の平均 的な実績 をふまえ測定 値を出 してい
る点 は合理 的ではあるが,売 上の低 い店舗 のみを計算 に入れてお らず,売
上の高い店舗 のみの数値 を採 用 しているため,こ の売 上 予測 は誤解を与 え
る行為 にな る と判断 されて いる。 【判例8】(TopSnackFoods事件)で
は,販 売 用地 が減 ってい るのに この事を開示せず,こ の事実 を もとに売上
予測をYが 算定 していない こと,そ して,「 ス トックロスが6%」 と表示
しているが過去の実 績 より低 く表示 し,こ の数値を もとに売上予測を算出
して いる点な どか ら誤解 を与え る行為 を して いる。 【判例9】(Gardner
Corporation事件) 件では,総 売上に関す る表示は過去の実績をふ まえ
てい るため,合 理性があ ると判断 されてい る。 しか しなが ら,収 益や経費
については,過 去 の実績を正確に表示 していなか った。 実際は経費が掛か
りす ぎてほ とん どの店 舗で収 益はわずかまたは赤字にな っていたか らであ
る。 このため,こ れ らの表示 は合理性が ない と判断 された。 【判例10】
(Carlton事件)で は,「高度 に成功 す る運営 と大変利益 のある将 来」 とい
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う表示がフランチャイザーによりなされたが,実 際にはフランチャイジー
の数はわずか3つ しかなかった。そしてロイヤ リティが不払いの店舗も存
在 していた。よってこの 「高度に成功する運営 と大変利益のある将来」は
過去及び現在の実績を反映 しておらず合理的ではなく誤解を与える行為で
あると判断されている。 【判例11】(Grant事件)で は,フ ランチャイザー
は 「顧客母体がある」と表示 したにもかかわ らず,実 際は,そ のような顧
客母体は存在 していなかった。そ して売上予測 も平均的な店舗の売上より
はるかに高い数値を予測していた。 このため,こ れ らの表示は誤解を与え
る行為であると判示されている。 【判例12】(Sanders事件)で は,「週5
千 ドルから1万2千 ドルの範囲で売上が見込める。」 という表示は,予 想
が経験を反映 した数値であるため,合理性があると判示されている。
以上の通 り,過去及び現在の実績を表示 しておらず,そ して予測が過去
及び現在の実績に基づいていない場合には,売上 ・利益予測が誤解を与え
る行為となることが判例より示されている。 もっとも,予測された数値が,
過去及び現在の実績より大幅に上回ることは必ず誤解を与える行為となり
許されないかといえばそうではく,大幅にL一回ることについて合理的な根
拠があればよいと,51A条により判例では判断されている。 【判例6】
(Haynes事件)で は,「月5万5千 ドルの売上が見込ある」とフランチャ
イザーは表示を しているのであるが,カ ットプライスデリの店舗は,月平
均4万 ドルから4万5千 ドルの売上にとどまっていた。この点につきフラ
ンチャイザーが,な ぜ本件の店舗が平均よ り売上が期待できるかにつき,
フランチャイザーは次のように予測の合理性を主張 し裁判所に認め られて
いるQ
① 通常の店舗と異なり飲食店街にあるため,通 常の店舗よ り良い場所に
ある。
② 以前デ リカッセ ンの店舗が近 くにありその店舗が閉鎖 したため,そ の
顧客が来店することが見込める。
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③ 出典予定地 の ショッピングセ ンターは拡 大 してお り人 の流 れが見込 め
る。
これ らの点 か らこの過 去及び現 在の実績 よ り上回 る売上予測をす る場合
には,そ の予測 に対す る合理的な根拠がな くて はな らず,そ れを フラ ンチャ
イザ ー は証 明 しな けれ ば な らな い ので あ る。 そ して,こ の 【判 例6】
(Haynes事件)で は,純 益 に関す るフラ ンチ ャイザーの 表示で は,フ ラ
ンチ ャイザーは,正 確性 や信頼性 についての合理的根拠を示せなか ったた
あに,こ の予測は誤解を与え る行為であ ると判示 されて いる。先 に挙 げた
その 他 の判 例 【判例2】(HighTower事件)【 判例4】(Jacques事件)
【判例7】(Miba事件)【 判例8】(TopSnackFoods事件)【 判例9】
(GardnerCorporation事存i・)【判 例10】(Carlton事件)【 判例11】
(Grant事件)等 において も,売 一L予測等が過 去及び現在 の実績 を大幅 に
上回ることについての合理的な根拠を示せなかった もしくは証明できなかっ
たため に誤解 を与え る行 為であ ると判断 されてい る。 「売L・ 利益 予測が
過去及び現在の実績 に基づ いてな けれ ばな らず,そ の実績 を一1一回 る場合 に
は,そ の ことにつ いての合理的 な根拠 が必 要であ る。」 とい うことになろ
う。
次に,第 二のルールであ るが,危 険についての開示義務についてで ある。
【判例1】(Bel1事件)で は,「i→分 なぼろ切れを提供す る」 と約束 したに
もかかわ らず,提 供で きなか ったこ とにつ いて①約 束後,短 期 間で ビジネ
スを辞 めなぜ辞 めたのか明 らかで はない(合 理的 な理 由 はなか った),②
加入金 とほぼ 同 じ額の フラ ンチ ャイザーの借 金が フランチ ャイジーが加 入
金を 支払 った直後 に返済 されている,③ 商 品 とともに フランチ ャイザーの
取締役が姿を消 し,同 種の新 事業をは じめる等,フ ラ ンチ ャイジーに不 自
然な行動が 多い点か ら,約 束 者自身が その約 束の実現 可能性 を信 じていな
か った と判断 されて いる。 このため,フ ラ ンチ ャイザーの 「十分 なぼろ切
れを提供す る」 という表示 は誤解 を与え る行為で あると判断 され ている。
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しか し,この約束や予想に関する誤解を与える行為であるか否かの判断基
準を約束を履行する意思の不存在,ま たは予想の実現可能性をまったく信
じていなかった点に求める判断基準については,判例の態度が,公 正な取
引(fairtrading)実現のため約束が履行されない予想が実現 されない可
能性があることを開示 しなかった点に判断基準を求める傾向に変わ りつつ
ある。 【判例5】(Rousselis事件)で は,「支払った資金をす ぐに回収 し,
顧客か ら現金を獲得 して,現 金が調達できるようにそ して資金を獲得する
ことができるように保証する」,「売Lげ を増やすためにさらにセールスマ
ンを配置するつ もりである。」 というフランチャイザーの約束が実現 され
なかったことについて,裁 判所は,「合意の時点で約束実現を約束者は危
惧 していた。それにもかかわ らず,約 束が実現されない可能性について開
示 しなか った。」 としてこれ らの約束は誤解を与える行為であるとしてい
る。 この問題については,今 後,さ らに判例が積み重なるまでどちらの判
断基準が主流になるのか現時点では断定できないが,少 なくともフランチャ
イザーは売L・ 利益f測 の実現 可能性について危惧を している場合には,
脅則が実現されない可能性について開示する義務があると判例からは判断
されているといえる。この 「フランチャイザーは売上 ・利益予測の実現可
能性について危惧をしている場合には,予 測が実現されない可能性につい
て開示する義務があり,開示がなされていない場合」には,誤解を与える
行為となる第二番目の基準である。
また,【判例11】(Grant事件)で は,フ ランチャイザーが,な んの科
学的根拠もな しに,人 口4万人が採算のとれる商圏であるとみなしたこと,
大 した市場調査もせずにこの商圏内の企業から仕事が受注できると判断 し
売一L予測をなしている点から売上 ・利益予測が誤解を与える行為であると
裁判所に判断されている。【判例6】(Haynes事件)で,本 件店舗が平均
的な店舗より売r_利益予測が ヒ回る根拠として,① 通常の店舗と異な り飲
食店街にあるため,通常の店舗より良い場所にある,②以前デ リカッセン
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の店舗が近 くにありその店舗が閉鎖 したたδ6,その顧客が来店することが
見込める,③ 出典予定地のショッピングセンターは拡大しており人の流れ
が見込める,という点がフランチャイジーにより示されている。 これらは
すべて市場調査の結果からこのような判断がなされてお り,裁判所はこの
判断に合理性を認めている。つまり,裁判所は市場調査が適切に行われた
という点に合理性を認めているとも言える。これ らの判例からは,科学的
な根拠 もなく売上予測を行 うこと,そ して,市場調査をせずにそれに基づ
いた数値によって売上予測を算出し表示することは誤解を与える行為にな
ると 【判例11】(Grant事件)に より判示されたと言える。
以上の通 り,オーストラリアの判例において示された売上 ・利益予測が
合理的か否かの判断基準は,
① 売上 ・利益予測が過去及び現在の実績に基づいてなければならず,そ
の実績を上回る場合には,そのことについての合理的な根拠が必要であ
る。
② 「フランチャイザーは売上 ・利益予測の実現可能性について危惧を し
ている場合には,予測が実現されない可能性について開示されている。
③ 科学的な根拠に基づいて売上予測が算出されている。
④ 適切な市場調査が行われた数値に基づいて売上予測が算出されている
こと
である。 これ ら四点が満たされているないと誤解を与える行為とな り52
条違反となると判断されていると言える。
注
(11(1977)29F.L.R.270
(21「純 見返 り(netreturn)」とは 如何 な る意 味 な のか,裁 判 に おい て争 わ れた 。純
見返 りとは純 益(netprofit)のこ とで は な く,「加 わ った 価値(addback)」の こ
とで あ る と裁 判 に お いて 判 断 され た。 「加 わ った 価 値 」 と は,減 価 償 却,利 益
(interest),開発費 を指 す と裁判 にお いて 判断 され て い る。
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(3)なお,本 件 で は,「収益 」「純 益」「利益 」 とい った通常 の売1.利益予 想で 用い られ,
裁 判で 争わ れ る用語 が使 わ れず,「純 見返 り」 とい う通 常使 わ れな い用語 で 利益 予想
が 示 され て い る。 この た め,注(2)の通 り,純 見返 りとは単 な る儲 け の意 味 では な い
の で,複 雑 にな って しま って い る(儲 けに はな らな い広 告 費,取 り替 え 費用,メ ン
テ ナ ンス費用 も純 見返 りに含 まれ る とされ たた め)が,こ の 「純 見返 りが12万 ドル」
とい う表示 が過 去 の実 績 を 大幅 に 下回 って お り,誤 解 を与 え る行 為 にな る とい う こ
と につ き,O'LoughlinJ.は次 の よ うに指 摘 して い る一 まず,広 告 費(advertising)
で あるが,1986年は3万6612ド ルで あ る と表示 して いた。 しか し,1987年は1万
9393ドルで あ った。 また,1986年の メ ンテ ナ ンス と取 り替 え(replacement)の費
用 は9663ドル,9512ドル と表 示 を して い た が,1987年には そ れ ぞれ6920ドル,
6607ドルで あ った。 た しか に1985年度 は,そ れ ぞれ1万2446ドル,2万7003ドル
合 計3万9449ドル を使 って い るが これ は この 年 に大規 模 な開 発工 事を 行 ったか らで
あ る。実 際,1986年に は,メ ンテナ ンス と取 り替え 費用 の合 計 は,1万9715ドルで
あ り,1984年の メ ンテ ナ ンス9722ドル,取 り替え 費 用8931ドル の 合計1万8653
ドル にに近 い数 字 で ある。1987年には メ ンテナ ンスが6920ドル,取 り替 え 費用 が
6607ドルで あ り,合 計1万3527ド ルで あ った。 そ して1988年には,た った6千 ド
ル しか使 って い ない。 この よ うにY1は 過 去 の実 績 を 正確 に 調査 して お らず,将 来
の数 値 につ い て も正確 に見 積 も って いな い と0'LoughlinJ.は判 断 した。 そ して,
この数 字 は結 果 がで てみ な い と間違 って いるか どうか 明 らか にで き ない が,1987年
の2月 か ら3月 に明 らか にな ってお り,Y1に 責 任 が あ る と した。51A条 を適 用 し
判断 して も,Y1の 表示 に合理 性 は ない と0°LoughlinJ.は述 べ てい る。
(4)食事 は1985年度11月 の売 上は1万2132ド ル で あ るが1986年度11月 の 売 上 は
6768ドルで あ る,同 じ く12月は1985年度が2万4650ド ルで1986年度 は1万ll19
ドルと い うよ うに隔 月の 売 上は 前年度 倒 れで あ った。 また,飲 み物 の売 上 も1985年
度11月 の売r_は3134ドル か ら1985年度 は838ドル,12月 も6768ドルか ら2581
ドル に減少 して いた。 宿泊 も11月12月1月 は前 年度 割 れ して いた。
(5}Aは ア ラー マ ック スの事 業主 で あ る とX1に 告げ ず,Aは 販売 の トレー ニ ン グや
流通 の援助 につ いて 責任 が あ る と言 って い る。Aは ア ラー マ ッ クスの取 締 役で あ り
株 主で あ る とは,交 渉 の過 程でX1に 示 され なか った。
(6)4条1項 は 被告 の よ う な契約 当事 者 の相 手 方の 代理 人 に 対す る訴訟 原 因 を契 約 当
事 者 に 与え る もので あ る。 不実 表示 は契 約 をす るこ とを しむ け る とき にお き る。 誘
因 され て損 害へ と行 動す る こ とが必 要で あ る。
(7)判決 に お いて,取 引慣 行法52条 と1977年の法 改 革(不 実 表示)法4条 との違 い
は 重要 では ない と され,問 題 とな らなか った。
is)フラ ン ク リンスお よ び コー ル ズ と もにオ ー ス トラ リアの 大 手 スーパ ー マ ーケ ッ ト
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で あ る。
191経過 は次 の通 りであ る。
X2会 社 は1971年に設 、アされ,1987年よ り現 在の 名 前で営 業 され て いる。n動 唯
の カー サ ウ ン ド,通 信 シ ステ ム,ア クセ サ リー,電r製 晶 な どを 販 売 してい る。
1988年にX2会 祉 は フ ラ ンチ ャ イズの販 売 に乗 り出 し,拡 大 して い った。
1988年に フ レマ ン トル(Fremantle)の第一 号店 は,訴 外Hに 売 られ た。ZBの
経."41il1-ーで あ るYlは1994年にそ の店 に関 心 を示 し,Hか ら購 人す る ことを 考え た。
Hか ら受 け取 った財 務 表(TradingFigure)には,大 変 利 益が 出 るよ うに記 載 され
て い た。
ま た,契 約 交渉 過 程に お いて,Y1はX2か ら,再 モにわ た り,ド 記 よ うに利 益が
出 る との 表示 を受 け,1995年5月にX2と フ ラ ンチ ャイズ契約 を締 結 した。
しか し,最 初 の月 に は,総 販売 高(totalsales)11万1838.34ドル,純 損 失(net
loss)5/i4359.12ドル で あ った。(仕 人 れ 費 川を 除 く)経 費 は8万4006,19ドル も
か か って いた 。 結 果,初 年 度 は純 損 失11万4336.41ドルで あ り,総 販 売 高84万
8701.55ドル で あ った。 仕 人 れ 費用68万7355.56ドル,そ の他 の経 費28万7800.24
ドル とな った。1996年の8月14日 まで に,販 売高6万6168.58ドル,仕 入 費用7万
1500.22ドル,他 の経 費11万2998.44ドル,純 損 失 は11万8330.08ドルと な った。
1996年8月,Y1は商 売 を続 け る こ とが 不 可能 で あ る と判断 し,文 書で フ ラ ンチ ャ
イ ズ契 約 を消滅 させ る とX2に 通 知 した。
(10}もっと も,こ の 表 示 につ き,現 存 す る フ ラ ンチ ャイ ジーの 経験 によ る と,純 収 人
は,仮 に52万 ドルの売Lを 達 成 した と して も,表 示 された もの よ り低 くな って いた。
しか し,フ ラ ンチ ャイ ジー は彼 らの利 益や損 失をX2に 知 らせた が らなか ったた め,
この こ とをX2は 知 らな か った。 よ って,こ の 表示 は根拠 の な い もの とな ってい た。
(11)これ につ いて は,次 の 要因 に基 づ き発nし て い る。
①X2の 経験
彼 は10年 間,店 を経営 した こ とが あ る し,バ ックア ップを して くれ る人 と と も
にケ ンニ ン トン(Cannington)でも店 を経 営 した ことがあ る。 つま り,バ ックア ッ
プ して くれ る人が い るこ とを この 文書 は要求 して い る。
②1995年317,X2は 様 々 な グル ープ 内店 舗 を訪 問 し,フ ラ ンチ ャイ ジー に どの
よ うに店 舗 を運 営 して い るの かを 尋 ね た。1人 の経 営 者 と1人 の ア シス タ ン ト場
合 に よ っては ア シス タ ン トをつ けず に運 営 して いた。
も っと も,X1は 多 くの フラ ンチ ャイ ジー が16万6Tド ルを達 成 してい な い こと
を知 り,混 乱 した ことを 認 めた。 しか し,こ の表 示 を改定 は しなか った。 む しろ,
フ ラ ンチ ャイ ジーの 業務 に どこが 問題 なの かを 調査 しは じめ た。X2は フラ ンチ ャ イ
ズ 文 陛を作 成 す る際 に,会 計11の助 けを 得,X1は 悩 み なが ら数字 を 出 した。1984
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年か ら1986年まで の 粗利 は45%と な ってい た。
q2)この訴 えに は,別 の フ ラ ンチ ャイジー であ るKも 併せ て,訴 えを起 こ して いるが,
その取 締 役 で あ るMは 表示 を信 頼 して契 約 した た め に,Ylら とは違 い訴 え が認 め
られて い る。 本稿 では,中 心 とな るY1ら の み扱 いKの 方の 事実 は割愛 してい る。
また,店 舗 の運 営 に関 して,X1は 次 の よ うな1三張 を した が,否 定 され た。Y1の
店舗 運営 には問 題 な しと された。
① 推奨 した価 格や 商品 を守 らず,廉 価 す ぎる価 格で 販売 した。
② 会社 の ネ クタ イを着 させ ず,従 業員 に店舗 で タバ コを 吸わ せた。
⑧ 大変 狭 い通路 に 面 して いた。
④ 従業 員が 多 く人件 費が か か りす ぎた。
具 体的 に 見 てい くと裁 判所 の 見解 は次 の 通 りにな る、,①推 奨 した価 格 や商 品を 守
らず,廉 価 す ぎ る価格 で 販売 した とい う点 に 関 して は,顧 客 の 需 要に 従 った結 果 に
過 ぎ ずな い ため,特 に運営L問 題 が あ った わ けで は ない と した。 また,特 に廉 価 で
商 品 を販売 した と い う証拠 もな った。 ② 会 社の ネク タ イを着 させ ず,従 業 員 に店舗
で タ バ コを吸 わ せた 点 につ い て も,店 の 利 益 に影響 を 与え た と い う証拠 は な い。 ③
大変 狭 い通 路 に 面 して いた とい う点 も,フ レメ ンタル の店 舗 は初 期 の売Lは 大 変良
く,Ylは 店 舗の 拡人 を考 え てい た こ とか ら して も,店 の利 益 に影響 を 与え た とい う
証拠 は ない と され た。 ④ 従 業員 が 多 く人件 費 がか か りす ぎた につ いて は,最 終 的な
結 論 を出 す ことは で きな い と した。
(13)この契 約 に は,フ ラ ンチ ャイ ズの成功 は フラ ンチ ャイ ジーの 努力 によ る とす る完
全AGf条項 が含 ま れて い た。 しか し,裁 判 所 は この完 全 合意 条項 の 拘 束力 を 否定 し
て い る。
裁 判所 は,「本 件 フ ランチ ャイズ契約 には,フ ラ ンチ ャイザ ー と フラ ンチ ャイ ジー
の完 全 な合 意 で あ り,以 前に な され た合 意 ・表 示 ・約 束 は 口頭 か 書式 を 問 わず 効 力
を有 しない と して いた。 しか し,XはY1の 不 実 表示 に よ り契 約 を結 んだ ので あ る。
そ して,重 要 な情 報 が提 供 され ず に真 実 の状態 を示 してい なか った。 そ れ を知 って
いた ら契 約 を しなか った ため に,効 力 を有 せず ,Ylに 有 利 とは な らな い。」 と判 断
して いる。
(14)Cとの 交渉 は,次 の よ うな経 過 を経 て結 ば れた。
Cは,1997年117,BrisbaneCourierMai1に掲 載 され た 事 業開 始 希望 者 のた め
の セ ミナー の宣伝 広/_L-rtを見てFWに 連 絡 を と り,CとCの 斐はセ ミナ ー に出席 した。
セ ミナ ー後・cはFWか らイ ンフ ォメー シ ョンパ ックとQ&Aの 文 書を受 け取 った。
Cは,こ れ らの文 蕎を 見て,自 分 は 事業 に関 して ま った く知 識が な いの を心 配 に思
い,1司年2月,Yと 連絡 を取 った。 その 際,Yは,ト レーニ ン グプ ログ ラムが 修r
す る とフ ラ ンチ ャ イ ジーの 仕 事は 監視 され,毎 週 一 回 を原 則 と して査 定 され るが,
一123一
最 初の2週 間 は失 敗 しない よ うに仕 事 は少 な 日に渡 され る と話 した。 そ して,Yは
「も し,も っと仕 事 に慣 れ た ら仕 事を た くさん まわ し,週 に2千 ドル稼 げる よ うにな
るだ ろ う。」 と告 げた。 また,「週2千 ドルを 稼 ぐた めに は,週40時 間,働 く必 要 が
あ る。 しか し,も っ と働 きた いの で あれ ば そ うす る こと もで きる。 フ ラ ンチ ャイズ
の 購 入費 用 は4万8Tド ルで あ る。 この 費用 によ って フ ラ ンチ ャイ ズ事業 を 行 うの
に必要 な ものが 全 て手 に 入 る。 そ う じゃなか った ら,必 要な もの を全 て 自分 で手 に
入 れ な ければ な らな い小 さな バ ン(van)を運 営す るこ とにな る。」 とYは 述 べ た。
このYの 発 言に よ り,Cは フ ラ ンチ ャ イズ契約 締結 交渉 を は じめた。
その 後,本 文に記 載 され た表示 をCは 信 頼 し,1997年311,Cは再びFWが フ ラ
ンチ ャイ ズの販 売 を促 進す るた めに 開 いた セ ミナ ーに 出席 して フラ ンチ ャイ ズ契 約
を締結 した。
(15)本文 で取 り上げ た以 外の もの と しては,企 業の歴 史 につ いて の表示 が あ る。
イ ンフ ォメー シ ョンパ ッ クに は,企 業の歴 史 につ いて,「1978年にBrayが創 業 し
た企 業で あ る と」 と記 載 され て いた が,長 い歴 史を 持 つ企 業で は なか った し,経 験
のあ る企 業で はな か った。BrayはFWの 社 員 で あ った。FWはBrayか ら事業 を獲
得 したの で はない し,Brayは株 主やパ ー トナ ーに な ったわ けで もな か った。FWが
歴 史 と経 験 の あ る企業 で あ ると表 示 した ことは 偽 りで あ り,誤 解 を与 え る性 質 であ
る と認 識 しか つ,誤 解 を与 え る準 備 を してい た と,裁 判所 は判 断 してい る。
(16)このEの 発 言 につ いて,Yに 責 任が あ るか どうか争 わ れて い るが,裁 判所 はrY
は,Eddingtonがその よ うな発 言 をす る権 限が な い こ とを 言わ なか った し,実 際,
Yが 編 集責 任 者 にな った 文 書で は,彼 は この こ とにつ いて 賛成 を して いた。Yは,
Eddingtonがそ のよ うな発 言をす る権 限が な い ことを 言わ なか った し,実 際,Yが
編 集 責任 者 にな った 文 書で は,彼 は この ことに つい て賛 成を して い た。」 と して,Y
の責任 を 認 めて いる。
1171もっと も,改 訂 され た イ ンフ ォメー シ ョンパ ッ クには,フ ランチ ャイ ズの投 資費
川 は4万8』 「500ドル か ら4万8-Fド ル に,潜 在 的 な収 入 を2千 ドルか ら1Ta50
ドル に変 更 して いた(裁 判 官 は これ は 重要で は ない と して い る。)
p8)現実 に は30%が 平均 であ り,ム レ イブ リ ッジ(MurrayBridge)は27.06%,グ
レネル グは26。88%であ った。
一124一
フランチャイズ契約締結準備段階における売上 ・利益予測情報の提供(3・完)
第五章 むすびにかえて
1総 括
第二章で記 したとお り,オース トラリアにおけるフランチャイズ産業お
よびフランチャイズ契約をとりまく状況はわが国と同じである。フランチャ
イズ産業は発展し,かつその産業拡大化に伴い,フ ランチャイズ契約の面
において種々の問題が生 じている。 しか しながら,フ ランチャイズ事業法
の制定がフランチャイジーにより望まれて久 しいわが国に比べると,フ ラ
ンチャイズ契約に関する問題に対 して立法による一定の解決がなされてい
るオース トラリアは見習わなければならないだろう。わが国においても一
刻 も早いフランチャイズ事業法の制定が望まれるIP。
もっとも,フランチャイズ契約締結準備段階における売一ヒ予測情報に関
する争いについては,フランチャイズ契約に関する特別法であるフランチャ
イジング行為規則ではな くて,取 引慣行法52条が適用 されている。この
理由は,第二章で既に述べたとおり,①フランチャイジング行為規則が,
従前の規定で十分な場合は,こ の以前から存在する規定により解決を図る
という方針で制定されたこと,② また取引慣行法52条が非常に抽象的で,
使い勝手が良いこと,③ 不実表示に関する商事事例では取引慣行法52条
が用いられ,契 約締結準備段階における表示行為に対する適用が多くを占
めるようになったことと,④52条が消費者保護だけではな く小規模事業
者保護のための役割を果たすことになったなど様々である。このようにオー
ストラリアではフランチャイズ契約締結準備段階における売上予測の紛争
については取引慣行法52条により争われているが,こ の売上予測に関す
る問題について特に注目すべ き点は,52条ではなく取引慣行法51A条で
ある。
フランチャイザーの売上予測が取引慣行法52条規定の 「誤解を与える
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行為」とな りフランチャイジーに救済が認められるには,そ のフランチャ
イザーの行為が誤解を与える行為であることをフランチャイジーが証明し
なければならなか った。売 上予測は将来に関する表示であり,将来に関す
る表示が誤解を与える行為となるには,表 示者がその表示(約 束や予想)
を信 じていない場合,ま たは,そ の表示の正確性 に無頓着であった場合に
限られていた。 しかしながら,将来の事実 に関する表示や予測を した理由
や根拠は,表 示者の知識内(内 心)に あるので,被 表示者はそれを窺い知
ることはできない場合が多い。 したがって,表 示者がその表示や予測が間
違 っていたと認めなければ,周 辺事情から表示者が不誠実であった,す な
わち,表 示者が将来の事実に関する表示や予測を信 じていなかったり,将
来の表示の正確性に無頓着であったことを決定的に証明するのは困難であっ
た。 このため,1986年に取引慣行法に51A条が規定として挿入され,将
来の事実 に関する表示は,表 示されたときに合理的な根拠のない限り,
51A条により,誤 解を与える行為または欺隔的な行為であるとされるこ
とになった。そして,こ の合理的根拠の証明は表示者が負うことになった。
よって,売 上予測に関 しても,その予測が合理的であることの証明をフラ
ンチャイザーがせねばならず,そ の証明をフランチャイザーができなけれ
ば,売上予測が誤解を与える行為となり,フランチャイザーは責任を負わ
なければならない。すなわち,実 際の売上が予想を下回ったとしてもこれ
だけで,予想が合理的ではなかったことの証明にはならないとしている従
来の判決に比べ,よ りフランチャイジーに有利となる。この証明責任が転
換 されている点ついては,我 が国のフランチャイズ契約締結準備段階にお
ける売上予測情報の提供の問題解決に示唆を与えるものと思われる。
もっとも,如何なる事実が証明されれば,そ の将来に関する表示が合理
性を持つかについては,判 例は分かれている。特に,約束や予想に関する
誤解を与える行為であるか否かの判断基準を約束を履行する意思の不存在,
または予想の実現可能性をまった く信 じていなかった点に求めるのか,そ
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うではなく,公正な取引(fairtrading)実現のため約束が履行されない,
または予想が実現 されない可能性があることを開示 しなかった点に求める
かについて判例は分かれている。 この問題については他日を期 したい。
フランチャイズ契約締結準備交渉に際 して,如 何なる売上予測がなされ
れば,合理性が認められるかについてであるが,第 四章で検討 したとおり,
オース トラリアにおいても,①売上 ・利益予測が過去及び現在の実績に基
づいてなければならず,そ の実績を上回る場合には,そ のことについての
合理的な根拠が必要である,②科学的な根拠に基づいて売上予測が算出さ
れている,③適切な市場調査が行われた数値に基づいて売上予測が算出さ
れていることというように,前 稿(?)で検討 した我が国における判例の判断
基準 と大きな相違はない(な お,判 例を検討すると 「フランチャイザーは
売上 ・利益予測の実現 可能性 について危惧を している場合には,予測が実
現されない可能性について開示 されている。」という基準も導かれる。)。
このため,この点については,我が国でも参考にすべき示唆は得られなかっ
た。
よって,フ ランチャイズ契約締結準備段階における売上予測情報に関す
るオース トラリア法の状況について,我が国にもっとも示唆を与える点は,
51A条により将来の事実に関する表示についてその合理性の証明責任が
表示者に課せられている点である。すなわち,売上予測情報の合理性につ
いての証明責任がフランチ ャイザーに課せ られているという点である。
2我 が国に与える示唆
それでは,こ のフランチャイザーに売r_予測の合理性の証明責任が課せ
られているという点が我が国に与える示唆であるが,従 来の我が国の判決
では,以 下で示すとおり,実際の売上が予想を下回ったとして もこれだけ
で,予想が適正ではなかったことの証明にはならないとしている判決が多
か っだ㌔ このため,フ ランチャイジーは予想が適正でなかったことを他
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の事実により証明せねばならず,証 明できなければ損害賠償請求が認めら
れないと裁判所により判示されていた。その理由としては,売上が予測よ
り下回った原因として,店 舗の周囲の環境変化やフランチャイジーの営業
努力に売上は左右されることをあげている判例が多い。
しか しなが ら,数は少ないが,売 上予測 と現実の売上に乖離があった場
合,適 正でないと推定 した判例,す なわち,フ ランチャイザーに証明責任
を課 した判例 もある中。例えば,次のような判例である。
東京高判 平11・10・28(マー テ ィナイジ ング事件(第 二審))t5)
「行徳店開業後 の営業実績 は,売 上 が一番 多い月で も約98万 円 と,オ ー
ナー給与を除いた場合の損益分岐点売上の約半分にしか達 していない状態
であり,日平均客数も同様に一貫 して大幅に下回っている。開業後の営業
成績は,事 業主である控訴人の努力に左右される面があることは確かであ
るが,他 方において,本 件契約 はフランチャイズ契約であ って,開 業 に伴 っ
て被控訴人による営業の指導,援 助が行われたものであり,営業成績は,
特に営業当初はこれによるところも少なくないと推測される。 この点につ
いて,被控訴人は,控 訴人が被控訴人の指導に従わなかったような主張を
し,被控訴人代表者は,同 旨の供述をするが,抽 象的な主張,供 述にすぎ
ないものであって,他 にこれを裏付けるに足 りる証拠はな く,開業後の控
訴人の営業に取 り立てて問題があった ものとは認あ られない。そこで,被
控訴人の売上試算,予 測について検討するに……そうすると,被控訴人の
した売上試算,予 測は,競合店についての判断を誤 ってしたものというほ
かなく,被控訴人が契約に先立 って控訴人に対 して示 した情報が客観的か
つ的確な情報でなかったものと認められる。」
金沢地判平14・5・7(デ イ リーヤマザキ事件)if>
「売上 予測はあ くまで予測 にす ぎず,実 際 との間 に誤差が生 じることは,
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原告自身了解 していたと認め られ るが……開店後の実際の売上高はAが
示 した売上予測のせいぜい60%に過ぎず,損 益分岐点 と見込 まれた売上
高に達す るのに要 した期間 も予測よりはるかに長いことに鑑みれば,訴 外
Aが 示 した売上予測 と実際 との差は,誤 差として通常予想される範囲を
超えているという他なく,翻 ってAに よる立地調査が十分でな く,売上
予測が合理性にかけるものであったことを推認させる。」
大阪地判平14・10・4(ファミリーマー ト宝塚口谷東店事件)(i)
「本件契約締結に際 して被告の提示 した本件事業ガイ ドラインに基づ く
売上予測と原告の店舗開店後の売上実績 とを対比するとその割合が閉店ま
での間のいずれの年度も売上予測が売上実績の6割 に満たないものであっ
て,そ の提示 した予測とはいえ,不 正確で客観性を欠くものであること自
体は否定できないところ,予 測と実績が異なることを前提 としても,被告
において,少 なくとも,その格差について具体的な説明をなさない以 上,
本件店舗営業により予測と異なることがあるとしても相応な範囲内の実績
も得 られるものと考えてフランチャイジーが契約締結することは予期 しう
るものであり,現 に夫婦の生計が維持 しうることを前提に原告が本件FC
契約の締結に至っていることは明 らかであるから,被告の不正確な情報提
供と原告の本件店舗の開業及び廃業との間に相当因果関係を認めることが
できるか ら,被告は情報提供義無違反によ り原告が本件FC契 約の締結及
び本件店舗の開業によって被 った損害を賠償すべき責任を負うのが相当と
い うべ きであ る。」
金沢地判平15・4・28(サークルK金 沢M店 事件)(Si
「M店 の現実 の売 上実 績 は,前 記の とお り,1年 目で 本件売 上予 測の
67%,2年 目で62%,3年 目で51%と い う惨憺 た る有様であ ったので ある
から,売上実績が本件売上予測値よりもはるかに低水準で推移 したことに
一129一
ついて特段の原因が認められない限 り,本件売 上予測値自体が適iEではな
かったと推定すべきである。そして,売上予測については,そ の方法,収
集すべき情報の選択,収 集した情報の評価の仕方等が専門的にわたること
に鑑みると,適正でない予測値を提供 したことについて被告(フ ランチャ
イザー)に過失がないことが立証 されない限り,被告にL一記義務に違反す
る過失があったと推認するべきである。」
これ らの判例は,従 来の判例 とは異な り,実 際の売 上と予測 に乖離があ っ
たた め,予 測が適正ではなか った と推定 した事例で ある。 金沢地 判平14・
5・7(デイ リー ヤマザキ事件),金 大阪地判平14・10・4(ファ ミリーマー
ト宝 塚 口谷 東店事件)は,い ずれ も現実 の売上 が 予測の60%で あ った こ
とか ら予測が適 正でなか った ことを推定 している。 また,東 京高判平11・
10・28(マー テ ィナイ ジング事件(第 二審))で は,予 測の約39%に しか
達 していない。 金沢地 判平15・4・28(サー クルK金 沢M店 事件)で は,
1年 目で 本件売 上予測 の67%,2年 目で62%,3年 目で51%と い う数字で
売上 予測が適 正でなか ったことを推定 している。 これ らの判決か ら見れば,
60%以下になれ ば売 上予測が適 正ではなか ったことを推定で きるとい うルー
ルが導かれ そうである。 すなわ ち,現 実 の売 上が 予測の60%を 下回れ ば,
フランチ ャイジー とフラ ンチャイザー間で紛争が生 じた場合 において予測
の合理性 についての証明責任 はフランチャイザー に課せ られ ることにな る
のであ る。
しか しなが ら,従 来の多 くの判例 は,売 上予測 と現実 の売 上に乖離があっ
た と して も,こ の乖離 によ り売上予測が適 正でないと推定 しなか った判例
がほ とん どであ る。 すなわ ち,多 くの判例で は,乖 離が どれだ けあろうが
無かろ うが,売 上 予測が不適正であ ったという推定 は働かず,そ の ため,
売 上が適正ではなか った ことの証明責任 はフランチャイジー に課せ られて
い る。 例え ば,東 京地 判平3・4・23(デ イ リー ・ク ィー ン事件)「4)では,
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実際 の売上 が予測の25%,京 都地判平3・10・1(進 々堂事件){1°1では,
大阪地判平成7・8・25(と うりゃんせ事件)qDでは,実 際の売 上が予測 の
55%,名 古屋地 判平10・3・18(飯 蔵事件)q21,東京地 判 平10・10・30
(マーテ ィナイ ジング事件(第 一審))(lfi1では,実 際 の売Lが 予測 の39%,
福岡高判 平13・4・10(神戸サ ン ド事件)qllでは,実 際の売 上が 予測 の26
%,東 京地 判平14・1・25(べ一 カ リー カフェ事件)(litでは,実 際 の売 上
が 予測の39%か ら42%,大 津地 判平14・11・7(東近 畿 スパー草津帰 帆
島前店 事件事件)(]filでは,実 際の売上が予測の24%と い うよ うに これ らの
判例 では,す べ て軒 並み実 際の売上 が予測 の60%を 下回 ったに もかか わ
らず,売 上 予測 が適正 ではない とは推定 して いなか った。せ いぜ い,実 際
の売 上と予測 に乖離 があ ったため,予 測が不合理で あったと推認 は してい
ない ものの,少 な くと も予測 が合理 的ではなか った との心証 を裁判官が も
つ程度であ った。
それで は,こ れ らの判 決で は,な ぜ このよ うに実 際の売 上が 予測 の60
%を 下回 ってい るにもかか わ らず,予 測 が適 正でなか った ことが推定 され
ないのか。 その理由 と して は,判 例 において様 々な ものがあげ られてい る
が"η,売上は フランチ ャイジーの店舗開店後 のフラ ンチ ャイ ジーの営業努
力 に左右 される とい う点をあげて いる判例が 多い。す なわち,い くら科学
的 にかつ合理的 に売 上予測を した と して も,フ ラ ンチ ャイ ジーの経営 がま
ず ければ,予 測 の数値 に現実 の売 上が達 しな いの は当然で あるとい うこと
であ る。東京地 判平3・4・23(デ イ リー ・クィー ン事件)で は,「店員 同
士の仲が陰険で店の雰囲気 が悪 か った こと」 を予想が外れた原因 と して あ
げてお り,大 津地判 平14・11・7(東近畿 スパー草津帰帆島前店事件事件)
も売上 はフランチャイジーの営業努力に影響 され るとい う点 を述べてい る。
確 かに売上予測 は,あ くまで 予測 であ る以 上,は ずれ ることが あって 当
然 である。 そのため,予 測が はずれ た とい う事実 だけで フランチャイザー
に責任 は問えない。 また,フ ラ ンチ ャイザー とフランチ ャイジーはお互 い
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独立の事業者 である以上,失 敗 の責任は フラ ンチ ャイジーにあるといえる。
しか しなが ら,フ ランチ ャイズ契約 とい う特殊性 も考慮せねばなるまい。
フラ ンチ ャイズ契約 は,フ ラ ンチ ャイズチ ェー ンのブラ ン ドイメー ジを守
る等の理 由か ら,フ ランチ ャイズ契約 によ る拘 束性 が非常 に強い契約 であ
る。 すなわ ち,フ ランチャイジーは店舗 の経営について,裁 量 の余地 は非
常 に少な いので ある。営業努力 しようにもその範囲は限 られてお り,限 界
が あるので ある。
また,フ ラ ンチ ャイズ契約 によるフラ ンチ ャイザ ーの基本的な債務 と し
て,フ ラ ンチ ャイザーは,フ ラ ンチ ャイ ジーに対 して経営 ノウハ ウを提供
した り経営指導 をする義務 がある。 フラ ンチ ャイ ジーの店舗が フラ ンチ ャ
イザーの予測 どお りの売 上に達 していない場 合,す なわち,フ ラ ンチ ャイ
ジーの経 営に問題があ った ら,そ れに対 して適 切な経営 指導 を し,フ ラ ン
チ ャイジーの店舗の売 上が伸 びるように援助 をす ることは フランチ ャイザー
の義務 である。 この ような義務が フランチ ャイザーに課 せ られてい る以 上,
フラ ンチ ャイ ジーの店舗経営 に問題が あった と して も,そ の理由だ けで フ
ラ ンチ ャイザ ーが杜撰 な売 上 予測 を した と して も免責 され るの はおか しな
話 である。 フラ ンチ ャイ ジーの店舗経営 に問題が あれ ば,そ れ を修正す る
のはフラ ンチ ャイザーの義 務だか らである。
これ らの問題点をふまえ,次 稿 では,オ ー ス トラリア法 の検討 か ら得 ら
れた示唆であ るフランチ ャイ ジー店舗にお ける現実 の売上が フランチ ャイ
ザ ーによ る予測 の60%以 下であ った場 合に,そ の売h予 測が合理性 であ
ることの証明責任 を課すことの妥 当性について,お よび,フ ランチャイザー
による売 上予測 の合理性 の問題 とフラ ンチ ャイ ジーの店舗経営の関係 につ
いて論 じたいと思 う。
注
q)FC加盟全国協議会によるフランチャイズ事業法法制化へ向けての取り組みにつ
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い て は,<http://www.fcajapan.gr.jp/fc/fcOOO.htm1>accessedonSeptember1
2005.
(2)拙稿 「フ ラ ンチ ャイズ シ ステム と フラ ンチ ャイ ズ契 約締 結準 備 にお け る売 ヒ予 測1
(2・完)」 大阪 学 院29巻2号149頁 以 下(2003年),大阪 学 院30巻1・2号55頁 以
下(2004年)。本 章 に お けるわ が国 の 判例 につ い ては,前 稿(2・ 完)で 事 例の 紹 介
及 び分 析 を行 って い るので,参 照 された い。
(3)東京 地 判 平元 ・11・6(イタ リア ン トマ ト事件:判 夕732号249頁,判 時1363号
92頁),東京地 判 平3・4・23(デイ リー ・クィー ン事件:判 タ769号195頁以 下),
東 京地 判 平14・1・25(べ一 カ リー カ フ ェ事件:判 夕1138号141頁),名古屋 高判
平14・5・23(サー クルK雑 誌記 事掲 載 事件 第 二審:判 時1794号86頁)大 津地 判
平14・11・7(東近畿 スパ ー草津 帰帆 島 前店事 件:判 例 集未 登 載)な ど多数。
(4)実際 の売L一と予 測 に乖 離 が あ ったた め,予 測 が適 正 でな か った と推 認 は して いな
い もの の,少 な くと も ア測 が適 正 では なか った との心 証 を 裁判官 が もった 事例 もあ
る。
名 古屋地 判 平10・3・18(飯蔵事 件:判 タ976号182頁)
「右誤謬 が なか った とす る と,本 件 店舗 の 「日売 上高 」 は,46万1454円とな るが,
この 予測 は被 告 算 出の 「日売r_高」 を はる か に超 え る もの で,実 態 との乖 離 は 益 々
甚だ しくな って い る。 この よ うにそ もそ も計 算 ミスが な けれ ばそ れ ら しい数 字 が出
て こな い点 か ら も,被 告 の売 上 予測の 正確性 には きわ めて強 い疑 問が 残 る。」
京 都地 判}F3・10・1(進々 堂 事件:判 タ774号208頁,判時1413号102頁)
「本件 店舗 の 開店 後,原 告 は,被 告の指 示 に基 づ いて商 品 を揃 え,宣 伝 を行 ったに
もか か わ らず,実 際 の売 上 高は,被 告 の 予測 を大 き く一ド回 った。 これ らの 点 に鑑 み
ると,被告の行った本件店舗の需要 予測の結論の客観性,正確性には疑問があると
いわざるを得ない。もっとも,売上高の予測に関しては,売h高 は季節的な要因で
変動することも考えられること,開店後の宣伝活動の近隣住民への十分な浸透を図
るためにはある程度の時間が必要であるとも考えられること,本件店舗付近の世帯
数は,最近増加する傾向にあったことに照らせば,本件店舗の開店後の売}_の実績
が被告の予測を下回ったからといって,出店を可能と考えた被告の判断が長期的に
見ても誤っていたと断定することはできない。」
福岡高判平13・4・10(神戸サンド事件:判時1773号52頁→拙稿,評釈,法 時
75巻2号114頁)
「本件店舗は,控 訴人の指導援助や被控訴人の営業努力にもかかわらず,月 平均
130万円程 度 の売 上 高 であ り,予 測 売一1:高の3分 の1に も満 たな い結 果 とな って い
る,… …Aが 売上 高 予測 の た めに用 い た商 圏 人 口,マ ー ケ ッ トサ イ ズ,シ ェアに 関
す る各数 値 は,い ず れ も十分 な調 査,検 討 を経 て お らず,合 理性 を 有 しな い とい わ
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ざ るを得 ない か ら,本 件 報告 書 にお け る本件 店 舗 の 予測売L高(月 間)を490万 円
とす る判断 は,そ の 断定 的 な表現 とは 裏腹 に,合 理性 を 欠 いた 誤 った推 論 で あ った
もの と評 価 され るべ きで ある。」
(5)判タ1023号203頁
(6)判例 集 未 登 載 二くhttp://courtdomino2.courts.go.jp/Kshanrei.nsf/ListviewO1/
349080026038E5E549256C1000174DB9/?OpenDocument>accessedonAugust1
2005.
(7)判例 集 未登載
(8)判例 集 未 登 載:<http://courtdomino2.courts.go.jp/kshanrei.nsf/webview/
BA13B21ABC2624ED49256D3DOO3A7C6C/?OpenDocument>accessedonAugust
12005.
(9>判タ769号195頁
(10)判タ774号208頁,判時1413号102頁
1111判タ902号123頁,金 判997号30頁。 拙 稿,大 阪地 判 平7・8・25評釈,関 学50
巻2号193頁 以 下 も参照 され た い。
(12)判タ976号182頁。拙 稿,評 釈,名 古 屋地 判 平10・3・18法時72巻2号85頁 以
ドも参 照 され たい。
(13)判タ1023号203頁
〔14)判時1773号52頁。 拙稿,評 釈,福 岡高 判平13・4・10法時75巻2号114頁 以 下
も参照 された い。
(15)判タ1138号141頁
㈹ 判例 集 未登 載
(m売 上 予測が 困難 な こ とにつ いて は,前 掲 注(2),拙稿(2・ 完),63頁以 下を 参照。
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